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令和元年６月19日（水曜日）

午前10時０分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 令和元年度宮崎県一般会計補正

予算（第１号）

○議案第５号 使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例

○議案第７号 宮崎県立病院事業の設置等に関

する条例の一部を改正する条例

○議案第10号 宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する

条例

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて（別紙１）

・平成30年度宮崎県繰越明許費繰越計算書（別

紙３）

・平成30年度宮崎県立病院事業会計予算繰越計

算書（別紙８）

○福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関す

る調査

○その他報告事項

・県立宮崎病院における向精神薬の事故届につ

いて

・宮崎県再犯防止推進計画の策定について

・第２期宮崎県子どもの貧困対策推進計画の策

定について

・第７次宮崎県医療計画の一部改定について

・宮崎県水道ビジョンの策定について

・第２期みやざき子ども・子育て応援プランの

策定について

・宮崎県社会的養育推進計画（仮称）の策定に

ついて

出席委員（８人）

委 員 長 岩 切 達 哉

副 委 員 長 内 田 理 佐

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 西 村 賢

委 員 右 松 隆 央

委 員 二 見 康 之

委 員 満 行 潤 一

委 員 河 野 哲 也

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

病院局

病 院 局 長 桑 山 秀 彦

病 院 局 医 監 兼
菊 池 郁 夫

県立宮崎病院長

病 院 局 次 長 兼
久 保 昌 広

経 営 管 理 課 長

県立宮崎病院事務局長 飯 干 伸 一

県立日南病院長 峯 一 彦

県立日南病院事務局長 丸 田 勉

県立延岡病院長 寺 尾 公 成

県立延岡病院事務局長 田 中 浩 輔

病院局県立病院
西 川 忠 彦

整 備 推 進 室 長

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 渡 辺 善 敬

福祉保健部次長
木 原 章 浩

（ 福 祉 担 当 ）

福祉保健部次長
和 田 陽 市

（保健・医療担当）

こども政策局長 村 上 悦 子

福 祉 保 健 課 長 小 川 雅 彦

指導監査・援護課長 林 謙 二
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医 療 薬 務 課 長 小 牧 直 裕

薬 務 対 策 室 長 山 下 明 洋

国民健康保険課長 長谷川 新

長 寿 介 護 課 長 矢 野 慶 子

医 療 ・ 介 護
佐 藤 彰 宣

連 携 推 進 室 長

障がい福祉課長 丸 山 裕太郎

衛 生 管 理 課 長 木 添 和 博

健 康 増 進 課 長 川 越 正 敏

感染症対策室長 有 村 公 輔

こども政策課長 児 玉 浩 明

こども家庭課長 橋 本 文 人

事務局職員出席者

政策調査課主幹 花 畑 修 一

議事課主任主事 増 本 雄 一

○岩切委員長 ただいまから厚生常任委員会を

開会いたします。

まず、委員会の日程についてであります。

お手元に配付いたしました日程案のとおりで

よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時０分休憩

午前10時１分再開

○岩切委員長 委員会を再開いたします。

それでは、委員会に付託されました議案等に

ついて概要説明を求めます。

○桑山病院局長 おはようございます。よろし

くお願いいたします。

今回、病院局では、議案を１件、報告事項を

１件、その他報告事項を１件、合計３件をお願

いしております。委員会資料をおめくりいただ

いて、目次をごらんいただきたいと思います。

まず、議案でございます。議案第７号「宮崎

県立病院事業の設置等に関する条例の一部を改

正する条例」についてということで議案書で申

し上げますと89ページからになります。

これは、ことしの10月から消費税率が引き上

げられることに伴いまして、消費税の課税対象

となる料金、または、手数料の上限額等につき

まして改正を行うものであります。

委員会資料に戻っていただきまして、２つ目

が報告事項として、平成30年度宮崎県病院事業

会計予算繰越計算書でございます。これにつき

ましては、お手元の薄い冊子の令和元年６月定

例県議会提出報告書の27ページに記載してござ

います。

これは、平成30年度に予算計上いたしました

経費のうち今年度へ繰り越したものにつきまし

て、地方公営企業法第26条第３項の規定により

報告を行うものでございます。

また、戻っていただきまして、委員会資料の

目次の最後でございますが、県立宮崎病院にお

ける向精神薬の事故届についてでございます。

この件につきましては、委員の皆様にも御心

配をおかけし、深くおわびを申し上げます。

原因につきましては、現在調査中であります

が、今後はより一層、管理の徹底を図ってまい

りたいと思います、

以上、３件でございますが、詳細につきまし

ては、次長から御説明申し上げます。よろしく

お願いいたします。

○岩切委員長 局長の概要説明が終了いたしま

した。

次に、議案と報告事項に関する説明を求めた
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いと思います。

なお、委員の質疑は、説明が全て終了した後

にお願いをいたします。

○久保病院局次長 それでは、議案第７号「宮

崎県立病院事業の設置等に関する条例の一部を

改正する条例」について、お手元に配付の常任

委員会資料に基づき御説明いたします。

資料の１ページをお開きください。

まず、１の改正理由でございます。これは、

令和元年10月１日から消費税率が引き上げられ

ることに伴いまして、消費税課税対象となる県

立病院の料金、または、手数料の上限額等につ

いて改正を行うものでございます。

次に、２の改正の内容であります。

（１）の消費税課税対象となる料金のうち健

康保険法等の規定に基づく診療報酬の算定方法

を用いて算定する料金についてであります。

県立病院の料金は、健康保険法等に基づく診

療報酬で算定され、消費税は非課税とされてお

りますが、ここに記載しておりますとおり、日

本の健康保険に加入していない外国人が受診さ

れた場合等の料金は消費税の課税対象となりま

す。この場合は、診療報酬算定方法を用いて算

定した額に消費税相当分を加算することとして

おりますので、今回の消費税率の引き上げに伴

いまして、加算額を算定する場合の率の改正を

行うものでございます。

現行は、診療報酬算定額に当該額の1,000分

の49に相当する額を加算しておりますが、改正

案ではこの率を1,000分の59に改正するものであ

ります。

この1,000分の59につきましては、診療報酬に

は平成元年の消費税導入時に0.76％、平成９年

の消費税引き上げ時に0.77％、26年に1.36％、

そして、今回0.88％が消費税対応分として上乗

せされております。

このため、この上乗せ分を全て控除した上で

そのもととなる金額に今回の消費税率10％を乗

ずる計算をしたところ、1,000分の59という率に

なるものでございます。

次に、（２）の消費税課税対象となる料金等の

うち、診療報酬算定方法に定めのない料金等で

あります。

これは、診療報酬算定方法に定めがないため、

条例で料金等の上限額を定め、そして、具体的

な料金等を県立病院料金等規定で定めているも

のでございます。

改正案につきましては、表に記載のとおり病

室使用料や初診加算料等につきまして、消費税

率10％相当の金額に引き上げるものであります。

次に、（３）のその他であります。これは、こ

の条例に引用しております厚生労働省告示の名

称の変更に伴いまして所要の改正を行うもので

ございます。

最後に、３の改正期日につきましては、消費

税率引き上げに合わせまして※平成元年10月１日

としております。

なお、上記２、（３）の改正は公布の日として

おります。

議案に関する説明は以上でございます。

続きまして、平成30年度宮崎県立病院事業会

計予算繰越計算書について、御説明いたします。

お手元の令和元年６月定例県議会提出報告書

の27ページ、青色のインデックスで別紙８と表

示されているところをごらんください。

県立宮崎病院再整備事業に係る予算の繰り越

しであります。

今回の繰り越しにつきましては、昨年度、工

事に着手しました立体駐車場建設工事及び国

※10ページに訂正発言あり
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道10号外１路線改良工事に係るものであります。

まず、立体駐車場建設工事につきましては、

くいの工事に先立ちまして支持地盤の深さを確

認するチェックボーリングを行いましたところ、

設計で想定していたものと相違していることが

判明したため、追加のチェックボーリングの実

施とくいの長さの見直し作業が必要となり、平

成30年度内の工事完成が困難となったことから

予算の繰り越しを行ったものであります。

また、国道10号外１路線改良工事につきまし

ては、令和元年６月30日までを工期としており、

年度内の支払い義務が発生しなかったことから

予算の繰り越しを行ったものであります。

お手元の報告書の左から４番目の欄にござい

ますとおり、平成30年度予算といたしまして13

億9,800万円余を計上しておりましたが、そのう

ち年度内の支払い義務発生額は改築実施設計業

務委託費等の３億8,800万円余でございました。

翌年度の繰越額は、先ほど説明いたしました

立体駐車場建設工事及び国道10号外１路線改良

工事に係る９億5,664万8,000円となりますが、

その財源は企業債及び損益勘定留保資金を充て

ることとしております。

また、予算計上額から支払い義務発生額と翌

年度繰越額を差し引いた不用額は5,300万円余と

なっております。

なお、立体駐車場建設工事は平成31年４月に

完成しており、国道10号外１路線改良工事は今

月末に完成予定でございます。

予算繰越計算書に関する説明は以上でござい

ます。よろしくお願いいたします。

○岩切委員長 執行部の説明が終了しました。

議案及び報告事項について、質疑はありませ

んか。

○満行委員 議案第７号の表には、ポリオワク

チン予防接種手数料だけが出てきているのです

が、ほかの予防接種はここに計上する必要がな

いのか、よくわからないので教えてください。

○久保病院局次長 少々お待ちください。調べ

ますので、お時間をいただけるとありがたいで

す。申しわけありません。

○岩切委員長 ほかに質疑があれば、先に。

○二見委員 今回の診療報酬の消費税課税対象

のこの５つですけれども、これだけに限られる

のは何か根拠があったんですか。病院の病室使

用料、初診加算料、再診加算料、文書作成手数

料、ポリオワクチン予防接種手数料という、こ

の５つが今回消費税が10％に引き上げになるに

当たり上乗せされるという今回の改正案だと思

うんですけれども、この５つである根拠という

か。

○久保病院局次長 今回の改正は課税対象とな

る料金のみを対象としておりまして、その他の

料金、例えば分娩料とかは、別の規定で定めて

いるわけなんですけれども、それにつきまして

は消費税対象外となるので、今回は消費税対象

となるものだけを改正させていただいていると

ころでございます。

○二見委員 要するに今まで消費税課税対象

だったのがこの５つだったということなんです

ね。わかりました。

○久保病院局次長 先ほどのポリオワクチンの

関係なんですけど、この条例の中にそのほかに

定めるものというのをうたっておりまして、そ

れは先ほど申し上げた料金規定のほうで設けて

おります。そちらのほうでほかの予防接種につ

いては、おおむね対応しているという形になっ

ております。

当然、公費負担の分もあろうかと思うんです

けれど、そこは調整してやっているという形に



- 5 -

令和元年６月19日(水)

なっています。

○満行委員 よくわからなかったんですけど、

済みませんがもう一回わかるように教えてくだ

さい。

○久保病院局次長 済みません。ポリオワクチ

ンの予防接種につきましては、平成８年に国か

ら都道府県に対して、ポリオワクチンの追加接

種希望者が予防接種を行うための医療機関を確

保するよう要請がございまして、それに基づき

県立宮崎病院が対応することにしておりまして、

その分の料金をここで規定しているという形に

なっております。

○満行委員 そうしたら、ほかの予防接種は課

税対象ではないということですかね。

○久保病院局次長 申しわけございません。当

時、ポリオワクチンだけ広く周知を図るという

ことだったことから特出しで条例に定めさせて

いただいていると。

今回、ここには上がってこないほかの予防接

種につきましては、この条例のその他の料金と

いうところで別に定めておりまして、それは具

体的に上限額を決めているわけではなく、料金

等の規程で対応するという形になっております。

正確に申し上げますと、この条例の中に別表

第２というのがございまして、ここに掲げてご

ざいますもの以外で１件について、その診療報

酬選定方法または実費を基準として管理者が定

める額ということが定められており、その中で

予防接種等について対応していくという形に

なっておりますが、ポリオワクチンだけ周知を

図るという当時の背景があるものですから、特

出しをしております。

○満行委員 わかったようなわからないような。

○岩切委員長 私自身も今の特出しという表現

では、昔のことなので経過が十分理解できなかっ

たです。それで、それ以外の予防接種は消費税

の対象外と理解をするのかなと答弁を聞きなが

ら思ったんですけども、そういうことでもない

んですかね。

○久保病院局次長 済みません。消費税の対象

にはなるんですけれども、先ほど申し上げた議

案の別表の中に県立病院料金等規程で具体的に

定めている額がございまして、規程の改正で対

応させていただく形になろうかと考えていると

ころです。ですので、対象にはなりますけれど

も、この上限額が条例の中には書いていないの

で、料金等規程で改正をさせていただく形にな

ると思います。

○桑山病院局長 議案の90ページ、91ページを

お開きいただきたいと思います。

ここに、今次長から御説明申し上げました、

具体的な条例における規程が表として載ってお

ります。先ほどの説明資料にありました病室使

用料から文書作成手数料までについては、具体

的な金額を掲げて料金を定めておりますので、

今回の消費税率の引き上げに伴って額の改定が

必要だということで上げております。

そうした中で、６番のポリオワクチンであり

ますが、これは国からの要請、重要性を鑑みて、

当時このように条例で個別に規定した経緯がご

ざいまして、金額が載っております。

ただ、その他については、「略」ということで

下に書いてございませんけれども、先ほど申し

上げた、管理者が実費等を勘案して定める額と

いう記載がありまして、そこには額の規定がな

いので、今回改正はございませんが、他のワク

チン接種等についてはその中で、規程に委任さ

れまして、具体的に定めていくことになってい

るところでございます。

○岩切委員長 重ねて申しわけないんですけれ
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ど、当時はそういう背景がありましたが、ポリ

オワクチンを引き続き特出しする必要がなく

なっていると理解していいんでしょうか。

今回は経過的にあるので、そうせざるを得な

かったんだけれども、もうそろそろ一般の予防

接種と同じような取り扱いに戻してもいいので

はないでしょうか。

○桑山病院局長 確認が不十分なんですが、特

に国からその額を特出ししなさいという明確な

ものがないとすれば、他のワクチンと同様に、

実費等を勘案して管理者が定める額という範疇

に含めることも可能ではないかと思っておりま

す。

今回、このような形で提案してありますので、

引き続きこれでお願いしたいと思いますが、今

後の課題として、また考え方を整理してみたい

と思います。

○右松委員 繰越計算書の中での病院局次長の

説明で伺いたいのですが、地盤調査で当初の見

込みがちょっと変わったと。そして、くいの長

さの変更が必要になってきたという話でありま

すけれども、具体的に少し状況を教えてくださ

い。

○久保病院局次長 設計段階におきましては、53

本のくいの長さを全て51メートルとしていたの

ですが、工事に入る直前にもう一回チェックボ

ーリングをしましたところ、支持地盤の深さが51

メートルを上回っていることが判明いたしまし

た。再度追加のチェックボーリングをします

と、51メートルを上回る場所と下回っている場

所があることが判明したため、くいの長さもあ

わせて見直すことになったために調整に時間が

かかってしまったということでございます。

○右松委員 その再調査の結果、工期と工費の

面で影響があるのか、そこを具体的に教えてく

ださい。

○久保病院局次長 工期につきましては、当初

は平成30年６月６日から平成31年３月12日まで

としておりましたけど、平成31年４月19日に終

期を延長させていただいております。

工費につきましても、これは、約900万円ぐら

い主体工事のほうで増加しているという状況に

ございます。

○右松委員 わかりました。基幹災害拠点病院

になりますので、しっかりとチェックをしなが

ら個々にぶれがないように進めてもらえればと

思います。

○徳重委員 関連でお尋ねしますが、設計単価、

設計料というのかな、基本設計料というんでしょ

うか、それには影響しないんですか。設計料の

追加ということにはならないものか。

○西川県立病院整備推進室長 設計に基づいて

着工しておりまして、その後の変更につきまし

ては、施工者と発注者との協議の中でやってお

りますので、その中で設計という作業は入って

おりません。その費用は不要です。

○徳重委員 わかりました。

○岩切委員長 よろしいですか。

ほかに関連してございませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 それでは、次に、その他報告事

項に関する説明を求めます。

○久保病院局次長 それでは、県立宮崎病院に

おける向精神薬の事故届について、御説明させ

ていただきます。

常任委員会資料の２ページをごらんください。

まず、１の事故届の経緯についてでございま

す。

県立宮崎病院におきまして、去る５月29日に

薬剤の棚卸しを実施しましたところ、向精神薬



- 7 -

令和元年６月19日(水)

のシステム上の在庫と実数が合わないことが判

明し、院内をくまなく調査いたしましたが発見

に至らなかったため、麻薬及び向精神薬取締法

に基づきまして、６月６日に県の中央保健所へ

事故届を行いました。

また、職員への聞き取り調査を初め詳細な調

査を実施しましたけれども、依然として原因が

不明であることから、６月11日には警察へも情

報提供を行ったところです。

所在不明となっております向精神薬は２のと

ころに記載しておりますとおり、不安や緊張、

睡眠障害等を改善する効能のございますエチゾ

ラム錠0.5ミリグラム「アメル」107錠約471円相

当とエチゾラム錠１ミリグラム「アメル」59錠

約260円相当の合計166錠、約731円相当でござい

ます。

法に基づき厳重に保管、管理すべき向精神薬

につきまして、このような事態を生じさせ、御

心配をおかけすることとなり、深くおわび申し

上げます。

今後は、３に記載しておりますとおり、在庫

の確認の頻度を高めることや薬剤部内に監視カ

メラを設置するなど、向精神薬の管理をさらに

強化するとともに、関係職員に対する研修会の

開催等、あらゆる機会を通じて職員の意識づけ

を行いまして、再発防止に取り組んでまいりた

いと考えております。

説明は以上でございます。

○岩切委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項について、質疑はありません

か。

○徳重委員 この棚卸しは毎年行われるのか、

あるいは年に何回か行われるのか教えてくださ

い。

○飯干県立宮崎病院事務局長 棚卸しにつきま

しては、通常はこれまで３カ月に１回実施して

おりました。

○徳重委員 これが発生する前に何回か棚卸し

があったと思うんですよね、３カ月に１回だと。

その辺をちょっと教えてください。

○飯干県立宮崎病院事務局長 ５月29日にこの

事案が発生いたしましたけれども、その直前に

行われた棚卸しは３月29日だったと記録に残っ

ております。

○徳重委員 結局３月にやってわからなかった

と。３月にあったのかどうかの経緯は調査され

ていますか。

○飯干県立宮崎病院事務局長 ３月29日の前に、

当然３カ月前にも行っておりますが、その直前

までの時点では数が合わないということはござ

いませんでした。したがって、この３月29日の

棚卸し以降、発覚した５月29日までの間に何ら

かのことが起こったと考えております。

○徳重委員 ３カ月の間にこういうことが起

こったということは非常に大事なことかなと思

うんですよね。これが金額的に大した問題では

ないということで、簡単に処理されてもらって

は困るかなと。これが劇薬だと大変なことにな

る可能性すらあるわけですから。

私はたった３カ月の間にわからないというよ

うな理屈では納得できないわけですよ。

その前はあったと明確におっしゃるのであれ

ば、これはやっぱりちゃんと原因究明がされな

いと、今後、劇薬等の紛失があった、なくなっ

た、数が合わなかったというような大きな問題

になると思いますが、いかがでしょうかね。

○飯干県立宮崎病院事務局長 委員の御指摘の

とおりでございます。

したがって、今、この事案発生以降、継続し

て調査を続けております。
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さらに、今回この報告を中央保健所にもいた

しましたけれども、薬務対策室も既に２回ほど

調査にお見えになっております。それでもわかっ

ていないという状況ではございますが、今後も

経緯について調査していく必要があると考えて

おります。

結果として、職員が盗んだ可能性というのが

完全に否定できないということになりましたの

で、資料にも書いてありますとおり、６月11日

に警察への情報提供を行ったところでございま

す。

○西村委員 関連していいですか。

この３月29日にはしっかりあって、その次の

日からこの薬が誰々に何錠処方したと使用量が

管理されていれば、おのずとこの日あたりが怪

しいと把握できないでしょうか。

○飯干県立宮崎病院事務局長 おっしゃるとお

り、この３月29日から発覚した５月29日の間の

使用量がございます。特にこの５月の初旬、ゴ

ールデンウイークがございましたので、この間

といいますのはお薬の卸業者が来ない時期にな

ります。したがって、この休みに備えて少し在

庫量を多くしております。これはこの薬に限ら

ずなんですけれども、10日間ほど卸業者が来な

いということになると、当然、その間、お薬が

ないでは済みませんので、そのような形をとる

んですけども、その時期に確かに帳簿上は、例

えば400なら400ぐらいの在庫があるという形に

なっておりました。それで、結果としてこの５

月末の段階で棚卸しをしたときのあるべき数量

の現物がないということが発覚したのがこの５

月29日ということになります。

したがって、怪しい時期といいますか、そう

いうのがうまく特定はできないんですけれども、

その量が多くなったとき以降が最も怪しいと考

えております。

それと、日々この薬を誰に使ったかというの

は基本的には処方箋でしか確認できませんが、

例えば、第１種、第２種の向精神薬につきまし

ては、その払い出しの都度確認をするんですけ

れども、第３種とかそれ以外のお薬につきまし

ては、その都度の確認、チェックをしておりま

せんので、この日、このときになくなったとい

うのが正直わからないのが実情でございます。

○西村委員 わかりました。

○満行委員 関連で。

これは、納品、検収がしっかりされたかどう

かというのが怪しいわけですよね。疑うことは

ないんですか。もともと入ったのかと。ちゃん

と検収がうまくいったかどうかもよくわからな

い。ですから、それが１つ。

２つ目は、この期間にいったいこの薬がどれ

だけ納品されているのか、わかれば教えてくだ

さい。

○飯干県立宮崎病院事務局長 納品、検収のこ

とでございますけれども､おっしゃるとおり、い

わゆる薬が入っていなかったにもかかわらず検

収した、あるいは逆のことも当然考え得るとい

うことで、そこについては厳しく精査をいたし

ました。

したがって、検品ミス、納品の確認漏れみた

いなことはなかったと聞いております。

量につきましては、今申し上げた３月末から

発覚する５月末までの間の納品数量はエチゾラ

ム0.5ミリグラムが1,200錠、同じくエチゾラム

１ミリグラムが200錠となっております。

○河野委員 このお薬の特徴というか、例えば、

このお薬を過剰に摂取した場合に、何かやっぱ

りまずいことが起こるのか。あと、健常な方が

摂取した場合、異常なことが起こるのか、その
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確認を。

○飯干県立宮崎病院事務局長 まず、これを普

通の方、あるいは通常これをお使いになられる

ような方々が服用した効能として考えられるの

は、先ほど申し上げたとおり、抑鬱作用 鬱

病における不安、緊張、睡眠障害などに使うこ

とになっておりますので、仮に今回なくなった

量を全て一遍に飲んだとしてどうなるかという

と、ちょっと意識があやしくなるといいますか、

そういう状態になると聞いております。

仮に、この薬を致死量 理論上、この薬を

これだけ飲んで半分ぐらいの方が亡くなる量は

何十万錠という単位で飲まないといけないと聞

いております。したがって、これを飲んで、即

健康被害がないというわけではもちろんないん

ですけれども、命にかかわるようなことはない

と考えております。

○二見委員 この対策として監視カメラの設置

とあるんですけれども、幾らぐらいするんです

かね、これは。

○飯干県立宮崎病院事務局長 以前、全く別件

でこのような監視カメラをつけないといけない

というときに見積もりをしたことがあるんです

けども、そのときには、６カ所ほどカメラをつ

けて、しかも保存できる設定にすると300万円ぐ

らいでした。

今回は、状況が異なりますので、今考えてお

りますのは３カ所カメラをつけて、保存は一定

程度はできる、それを永遠に保存するとかいう

場合であればもちろん別の仕組みが必要でしょ

うけれども、一定期間、例えば１カ月とか、先

ほど言いました棚卸しの単位ぐらいの、３カ月

ぐらいの保存ということであれば、どのぐらい

かかるでしょうかというのを今見積もりをして

おります。

近いうちに見積もりが上がってきて、その後

に設置をするという方向で今考えているところ

でございます。

○二見委員 あとは、この在庫の確認頻度を高

めるということなんですが、現在、３カ月に１

回されているということですよね。これはどれ

ぐらいの頻度に変えられるつもりなんですか。

○田中県立延岡病院事務局長 １カ月に１回と

考えております。

○二見委員 在庫管理の棚卸しは結構な作業量

だと思うんですけれども、その労力はどの程度

の考えでいらっしゃるんですかね。

私も、前、薬局に勤めていたことがあるので、

この棚卸しをするときには全職員本当に残業で、

通常業務をしながら在庫の個数をチェックして、

全部数を合わせて、データ管理しているところ

と突き合わせてという作業をするんですけれど

も、これを３カ月に１回やっているのも結構やっ

ているほうだなという気はするんです。これを

１カ月に１回に変えるといったときの現場のこ

とを考えたときに、本当にそれがいい対応策な

のかなという感じはするんですけど、いかがで

すか。

○飯干県立宮崎病院事務局長 委員の御指摘の

とおり、この作業を行うために薬局に関連する

職員が30名ほどいるんですけども、通常業務が

終了した後の夜間帯に何時間かかけてやってお

ります。

ほかの薬剤については、３カ月に１回という

ペースは変えないでいかざるを得ないと考えて

おります。

今回、このエチゾラムを含む第３種の向精神

薬については、今回のことを踏まえて１カ月に

１回にしようと考えています。

従来から第１種、第２種の向精神薬について
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は、払い出しの都度、記載をしないといけない

ことになっておりますので、これは毎日棚卸し

をしている状況になりますので、これについて

は従来のやり方を継続することになると考えて

おります。

○二見委員 今のお話を聞いていると、今回の

事件があったので、このエチゾラム錠について

は、月に１回ずつチェックしていこうというお

考えのようなんですけれども、それはずっと続

けていくということなんですか。それとも、し

ばらくの間様子を見るための対応というふうに

も聞こえてくるんですけれども、それはほかの

２病院についてはどうなのかなと。

○飯干県立宮崎病院事務局長 委員の御指摘の

とおりでございます。

当院につきましては、このエチゾラムに関し

ては当面、間違いなく月に１回在庫確認をする

ということを考えております。

申しわけないのですが、それ以外の品目を全

部ということになると、当然置かれている状況

が３病院で異なる部分がございます。

例えば、当院と延岡病院は24時間薬剤師がい

る状態がございますので、いわゆる外部から入っ

てきて、誰かが持っていくということは基本的

に考えられないということがございます。

日南病院だけはちょっとそういう体制がとれ

ないということで、どうしても無人になる時間

帯があると聞いておりますので、若干そのチェッ

ク体制が異なってくると考えております。

委員も御心配のとおり、この一時期、一過性

のものとして捉えるのではなくて、やはりこれ

は必要性があると考えて、この第３種の向精神

薬を中心としたこの薬の分類に当たるものにつ

いては、１カ月に１回を継続したいと考えてお

ります。

○二見委員 あと最後に、この監視カメラは宮

崎病院だけ設置するということですか。

○久保病院局次長 延岡病院と日南病院につき

ましては、もう既に入り口部分に監視カメラを

設置しております。宮崎病院がまだ設置してな

かったという状況になっております。

済みません。私の先ほどの議案第７号の説明

の中で、改正期日のところを「平成元年10月１

日」と申し上げました。正しくは、「令和元年10

月１日」でございます。訂正させていただきま

す。申しわけございませんでした。

○岩切委員長 その他、何かありませんか。

○西村委員 これは宮崎病院の利用者の方から

ちょっと御相談があったんですが、今、もう民

間病院では病棟とか待合室にＷｉ─Ｆｉの設置

が非常に進んでいるらしくて、ほかの延岡・日

南の県立病院はちょっとわからないのですが、

宮崎病院の待合室、あと病棟ですね。病状によっ

てはそういうものを使ってはいけないところも

あるかもしれませんが、場合によっては、使っ

てもいいような、けがとかそういう状況がある

と思うんです。

その状況というのは今どうなっているのか、

あと、今度の新病院に対してはそういう設備も

設置されるのかがわかればちょっと教えていた

だきたいんですが。

○飯干県立宮崎病院事務局長 当院の、特に病

棟はまず全くＷｉ─Ｆｉの環境はございません。

外来についても同様でございます。

ですから、例えば私が個人的に病院の建物の

中でそういう機器を使おうとした場合には、い

わゆる携帯回線を経由するというやり方になっ

ております。

一方、ドクターとか一部の職員については、

そういう環境で仕事をしないと情報が獲得でき
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ないということがありますので、本院の場合は

ドクターに限ってですけれども、そういう環境

をつくっております。

ただ、その環境が、病棟のほうに敷設するに

はお金がかかり過ぎますので、普段、ドクター

がいらっしゃる医局と呼ばれるエリアに限ると

いうような扱いをしているところでございます。

新病院につきましては、まだ検討中と私ども

は聞いています。委員の御指摘のようにそうい

う御要望が直接私どもの事務局に届くことがご

ざいますけれども、少なくとも現在の病院にそ

の設備を敷設することは無理だと考えておりま

すけれども、これは個人的な考えではございま

すが、ぜひ整備すべきだとは考えております。

○西村委員 延岡、日南はどうでしょうか。

○田中県立延岡病院事務局長 延岡病院におき

ましても、病棟・外来ともにＷｉ─Ｆｉは整備

しておりません。

ただし、宮崎病院同様、医師等の日常的な情

報収集のためのＷｉ─Ｆｉネットワークは整備

しております。

○丸田県立日南病院事務局長 日南病院でござ

いますけれども、現在は整備されておりません

が、ロビーに整備する方向で検討を進めている

という状況でございます。

○西村委員 これは、県民の要望も多数あると

思いますが、病棟全部に設置していくとなると

なかなか建てかえとかに合わせないと難しいの

かなと思いますけれども、小さい病院でもつい

ているところがほとんどです。多分、初期費用

もそこまでかからないと思いますので、ぜひ検

討もお願いします。長く待たされることも、Ｗ

ｉ─Ｆｉがあればストレスも解消され、クレー

ムも減ってくるかもしれませんので､ぜひ前向き

に各病院で検討していただきたいと思います。

○岩切委員長 その他でございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 それでは、以上をもって病院局

を終了いたします。

執行部の皆さん、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前10時43分休憩

午前10時51分再開

○岩切委員長 委員会を再開いたします。

それでは、当委員会に付託されました議案等

について、概要説明を求めます。

○渡辺福祉保健部長 福祉保健部でございます。

当委員会に審議をお願いしております議案等

につきまして、概要を御説明申し上げます。そ

れでは、座って御説明をさせていただきます。

お手元の厚生常任委員会資料の表紙をおめくり

いただき、目次をごらんください。

本日の説明事項は、予算議案１件と特別議案

２件の計３件の議案のほか、報告事項が２件、

その他報告事項が１件でございます。

まず、予算議案についてでございます。

資料の右側１ページをごらんください。

議案第１号「令和元年度宮崎県一般会計補正

予算（第１号）」でございます。

補正額につきましては、一般会計で歳出予算

集計表の下から５行目に小計と書いてあるとこ

ろでございます。

６月補正額の欄にありますとおり、４億7,898

万4,000円の増額をお願いしております。この結

果、福祉保健部の補正後の予算総額は一般会計

と特別会計を合わせまして、この表の一番下、

補正後の額と書いてございますが、2,278億1,243

万円3,000円となります。

次に、特別議案についてであります。
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資料の左側の目次をもう一度ごらんください。

まず、議案第５号「使用料及び手数料徴収条

例の一部を改正する条例」でございます。それ

から議案第10号「宮崎県における事務処理の特

例に関する条例の一部を改正する条例」の２件

であります。

予算議案、特別議案の詳細につきましては、

この後、担当課長が説明いたしますので、よろ

しく御審議いただきますようお願い申し上げま

す。

次に、報告事項です。

本日、御説明いたしますのは、損害賠償を定

めたことについてと、平成30年度宮崎県繰越明

許費繰越計算書の２項目であります。

詳細につきましては、後ほど担当課長から説

明させていただきます。

最後に、その他報告事項であります。本日は、

今年度策定・改定予定の主な計画について説明

させていただきます。

詳細につきましては、後ほど担当課長から説

明いたしますので、よろしくお願いいたします。

私からは、以上です。

○岩切委員長 部長の概要説明が終了いたしま

した。

次に、議案に関する説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○小牧医療薬務課長 医療薬務課分を御説明い

たします。

お手元の歳出予算説明資料のインデックスの

医療薬務課のところ、17ページをお開きくださ

い。

医療薬務課の補正予算額は、左の補正額欄に

ありますとおり、3,976万2,000円の増額補正で

あります。この結果、補正後の予算額は、右か

ら３列目の補正後の額の欄にありますように41

億9,570万5,000円となっております。

続きまして、19ページをお開きください。

まず、（事項）看護師等確保対策費の説明欄、

新規事業「看護人材獲得支援事業」1,570万円の

増額補正であります。これは、後ほど、厚生常

任委員会資料で御説明します。

次に、（事項）救急医療対策費の説明欄、宮崎

市郡医師会病院等整備事業1,966万2,000円の増

額補正であります。これは、国の平成30年度第

二次補正予算を活用して災害拠点病院の機能強

化を支援するため、事業費を増額するものでご

ざいます。

今回の補正予算では、宮崎市郡医師会病院、

済生会日向病院の燃料タンク整備を計画してお

ります。補助率は３分の１、全額国費となって

おります。

次に、（事項）地域医療推進費の説明欄、新規

事業「若手医師キャリアサポート事業」440万円

の増額補正であります。これについても、詳細

は厚生常任委員会資料で御説明します。

厚生常任委員会資料の２ページをお開きくだ

さい。

新規事業、看護人材獲得支援事業について御

説明します。

まず、１の目的・背景でございます。医療ニ

ーズの増大に伴い、看護人材が不足する中、県

内の医療機関等ではその魅力がうまく伝えられ

ずに求人求職のマッチングが円滑に進まない状

況も見られるところでございます。

そこで、医療機関等の魅力発信力を高めると

ともに研修等の体制充実を支援することで看護

職員の安定的な確保を図るものです。

次に、２の事業概要でございます。

（１）の県内外看護職員への県内就業支援事
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業は、看護協会におきまして医療機関等の魅力

発信力向上のための研修を行うとともに、県内

へ就職を希望する方への就業相談、マッチング

等を行うものでございます。

次に、（２）看護人材受入体制整備支援事業に

おきましては、（１）の研修を受講した医療機関

等のうち、求職者等に対する看護体験やキャリ

アアップ教育体制の整備を行う医療機関を支援

し、さらに②のとおりキャリアアップのための

資格取得に向けた研修派遣を行う医療機関に対

し、支援を行うものでございます。

右側の３ページの事業イメージの図をごらん

ください。

中ほどに（２）看護人材受入体制強化支援事

業がございますけども、その②のキャリアアッ

プ研修派遣事業でございます。

ここの一番下のほうに例示が２つございます。

例えば、左側の認定看護師、そして、右側の特

定行為ができる看護師を育成・確保するという

ことなどを②のキャリアアップ研修派遣支援で

想定しているところです。

このうちの右下の特定行為研修制度につきま

しては、先日一般質問におきましても御質問い

ただいたところなのですが、高度の医療行為で

ある胃に栄養を送ります胃ろうチューブの交換

やインスリン投与量の調整など、本来は医師等

が行うところを、医師等の手順書に基づき、診

療の補助が可能な看護師を育成していくもので、

これからの在宅医療を初めとする医療を支えて

いくものとされているところでございます。

平成30年３月時点で、全国では1,041人の方が

研修を修了しておりますけども、本県は４人に

とどまっておりまして、また県内に指定研修機

関がございませんことから、今後、育成のあり

方について医療機関等と協議しながら検討して

まいりたいと考えているところでございます。

２ページにお戻りいただきまして、３の事業

費でございます。（１）の県内外看護職員等への

県内就業支援事業として570万円、（２）の看護

人材受入体制強化支援事業として1,000万円、合

計1,570万円を計上しておりまして、全額、宮崎

県人口減少対策基金を活用することとしており

ます。

最後に、４の事業効果でございますが、中小

の医療機関等におきまして、看護人材確保に対

する機運が高まり、看護師等の確保及び定着が

図られるものと期待しているところでございま

す。

次に、４ページをお開きください。

新規事業、若手医師キャリアサポート事業に

ついて御説明いたします。

まず、１の目的・背景でございます。

（１）のとおり、地域医療に従事する意欲を

向上させるため、宮崎大学医学部地域枠推薦入

試で入学いたしました医学生向けのセミナー等

を開催し、大学卒業後の県内定着を図っていく

ものでございます。

また、次に（２）のとおり、地域枠出身等の

医師の県内定着を図るために、国内外での研修

等の費用を支援することにより、キャリア形成

プログラムの適用促進並びに技術力向上を図る

ものでございます。

なお、このキャリア形成プログラムにつきま

しては、昨年改正されました医療法及び医師法

に基づき実施するものでございまして、卒業後

９年間県内に勤務しまして、うち４年間は医師

不足地域で勤務することになっております。

次に、２の事業概要でございます。

（１）のセミナー啓発事業は、地域医療従事

への意識を向上させるため、宮崎大学の教授や
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へき地医療機関等による地域医療の先進事例等

を紹介するセミナーを開催することとしており

ます。

次に、（２）のキャリア支援事業では、キャリ

ア形成プログラム適用者を対象に、①の先進病

院短期派遣研修では１人50万円を上限とし、②

の海外短期派遣研修では１人100万円を上限に必

要な旅費等を支援することとしております。

次に、３の事業費でございますが、２の（１）

のセミナー啓発事業としては90万円、（２）のキャ

リア支援事業として350万円、合計440万円を計

上しておりまして、全額、宮崎県人口減少対策

基金を活用することとしております。

最後に、４の事業効果でございますが、地域

医療従事への意識が高まりますとともに、キャ

リア形成プログラムの適用が促進され、医師の

技術力の向上及び県内への定着が図られるもの

と考えております。

私からは、以上でございます。

○山下薬務対策室長 それでは、お手元の厚生

常任委員会資料の14ページをお開きください。

議案第５号「使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例」についてであります。

まず、１の改正の理由についてであります。

本年10月に予定されております消費税及び地

方消費税の引き上げを踏まえた地方公共団体の

手数料の標準に関する政令の改正に伴いまして

手数料の改正を行うものであります。

２の改正の概要についてであります。

使用料及び手数料徴収条例の別表第２、226に

あります｢毒物劇物製造業又は輸入業登録申請手

数料｣のうち、（２）製剤製造業者等を除く登録

に係るものについてでありまして、申請１件に

つき、現行の２万600円を２万700円に改正をお

願いするものであります。

次に、３の施行期日についてでありますが､御

審議いただき､議決いただいた場合は､令和元

年10月１日からの施行を予定しているところで

あります。

以上であります。

○矢野長寿介護課長 長寿介護課分を御説明い

たします。

お手元の歳出予算説明資料の長寿介護課のと

ころ､インデックスがあります21ページをお願い

いたします。

長寿介護課の補正予算額は、左の補正額欄に

ありますとおり、4,131万9,000円の増額補正で

ございます。

この結果、補正後の予算額は、右から３列目

の補正後の額の欄にありますとおり、205億2,885

万5,000円となります。

23ページをお開きください。

まず､中ほどにあります（事項）老人福祉施設

整備等事業費の説明欄、新規事業「高齢者施設

等防災・減災対策強化事業」513万9,000円であ

りますが、内容については、後ほど委員会資料

で御説明をさせていただきます。

次に、（事項）地域医療介護総合確保基金事業

費の説明欄、新規事業アの「介護福祉士をめざ

す外国人留学生の受入支援事業」1,218万円及び

新規事業イの「介護事業所におけるＩＣＴ導入

支援事業」2,400万円であります。こちらにつき

ましても、委員会資料で御説明させていただき

ます。

それでは、お手元の厚生常任委員会資料にお

戻りいただきまして、５ページをお開きくださ

い。

新規事業、高齢者施設等防災・減災対策強化

事業であります。

１の目的・背景でありますが、近年、頻発化
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・激甚化しております自然災害を踏まえまして、

平成30年12月に防災・減災、国土強靱化のため

の３か年緊急対策が閣議決定されました。

この一環といたしまして、高齢者施設等の防

災・減災対策を強化するため、国の補助制度を

活用しまして、非常用自家発電設備等の整備や

ブロック塀等の改修を促進するものであります。

次に、２の事業概要であります。

（１）の高齢者施設等の非常用自家発電設備

整備事業でございますが、これは特別養護老人

ホームや介護老人保健施設などを対象としてお

ります。

②の対象経費ですが、非常用自家発電設備の

整備に要する経費に対しまして、③の補助率は

補助対象経費の２分の１以内としております。

（２）の高齢者施設等の防犯対策・安全対策

強化事業は、特別養護老人ホーム、介護老人保

健施設、有料老人ホームなどを対象としており

まして、②の対象経費ですが、高さや控え壁な

どに問題のあるブロック塀等の改修に要する経

費に対しまして、③補助率ですが、補助対象経

費の４分の３以内としております。

（３）の在宅人工呼吸器使用者非常用電源整

備事業は、訪問診療が必要な在宅人工呼吸器使

用患者を診ている医療機関を対象としておりま

す。

②の対象経費ですが、停電時に医療機関が在

宅人工呼吸器使用患者に貸与可能な簡易の自家

発電機等の整備に必要な経費に対しまして、③

の補助率ですが、補助対象経費の２分の１以内

としております。

３の事業費は513万9,000円で、財源内訳は、

国庫支出金が368万9,000円、一般財源が145万円

であります。

４の事業効果につきましては、停電時でも事

業の継続等を可能にいたしますとともに地震発

生等によるブロック塀等の倒壊、破損を防止す

ることで、利用者や地域住民の安全・安心が確

保されるものと考えております。

次に、６ページをお開きください。

新規事業、介護福祉士をめざす外国人留学生

の受入支援事業であります。

１の目的・背景でありますが、介護分野では

介護職員の確保が喫緊の課題となっております。

これまで各種の事業を展開しまして国内の介護

人材の確保に努めてまいりましたが、今後は､こ

れらの取り組みとあわせまして、外国人の介護

人材も確保していく必要があると考えておりま

す。

このため、介護福祉士を目指す外国人留学生

の育成・確保を図るため、海外でのＰＲ活動経

費や介護施設等が支給する奨学金等の一部を助

成するものであります。

２の事業概要でありますが、（１）外国人留学

生に対するＰＲ事業につきましては、県内の介

護福祉士養成施設を運営する法人が海外に行っ

て現地で留学予定者に対する説明会などを開催

する経費について補助するもので､補助率は補助

対象経費の３分の１以内としております。

（２）の介護施設等による外国人留学生への

奨学金等の支給に係る支援事業につきましては、

県内の介護施設等を運営する法人が外国人留学

生に支給する奨学金等のうち、日本語学校及び

介護福祉士養成施設の学費、生活費等について

補助するもので、補助率は同じく補助対象経費

の３分の１以内としております。

３の事業費は1,218万円で、全額、宮崎県人口

減少対策基金を活用することとしております。

４の事業効果につきましては、介護福祉士を

目指す外国人留学生を呼び込み、本県で就労す
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る外国人材を育成することで、不足する介護人

材の確保が図られるものと考えております。

７ページをごらんください。

新規事業、介護事業所におけるＩＣＴ導入支

援事業であります。

１の目的・背景でありますが、介護職員の確

保が困難な中、介護の職場環境の改善のため、

ＩＣＴの導入を推進することにより、介護の記

録やそれら情報の職員間での共有、また、介護

報酬の請求等の一連の業務の効率化を図ること

を目的としております。

２の事業概要でありますが、介護サービス事

業所に対して介護ソフト及びタブレット端末等

に係る購入費用等に対して助成することとして

おります。

具体的には、（１）の補助対象につきましては、

介護サービス事業所は、施設系・通所系・訪問

系に分かれるのですけれども、この事業では、

訪問介護、訪問看護など、訪問系の介護サービ

ス事業所を対象としております。

訪問先で記録すると報告書や請求書に反映さ

れるなど、業務の負担軽減が図られますことか

ら訪問系を対象としているものでございます。

（２）の対象経費ですが、介護のソフトやタ

ブレット端末等のハードウエア、セキュリティ

対策等に要する経費に対しまして、（３）の補助

率ですが、補助対象経費の２分の１以内、１事

業所当たりの上限を60万円としまして、補助す

ることとしております。

３の事業費は2,400万円で、全額、宮崎県人口

減少対策基金を活用することとしております。

４の事業効果につきましては､介護サービス事

業所がＩＣＴを活用することによりまして記録

等の負担が軽減され、職場環境の改善が図られ

ますとともに、介護職員の離職防止、定着促進

につながるものと考えております。

また、タブレット端末等で利用者の情報がリ

アルタイムで共有できることにより、介護業務

における生産性の向上も図られるものと考えて

おります。

長寿介護課からは以上でございます。

○丸山障がい福祉課長 障がい福祉課からは、

議案第５号及び第10号の条例改正２件について

御説明させていただきます。

まず、議案第５号「使用料及び手数料徴収条

例の一部を改正する条例」についてであります。

提出議案の第５号のインデックスのところを

お開きください。

65ページの第３条に規定しております各手数

料として、69ページ以降に別表第２として関係

施設の各手数料を取りまとめて記載しておりま

す。75ページまでお進みいただきたいのですが、

表の左側、139､県立産院等文書作成手数料の欄、

これは児童福祉法に基づく、県立産院及びこど

も療育センター関係の手数料でございまして、10

月からの消費税改定に伴い、ごらんのとおり２

％相当額を上乗せするものであります。

また、資料の67ページまでお戻りいただきた

いのですが、第４条、県立こども療育センター

等の使用料及び手数料につきまして、次の68ペ

ージをごらんください。下線箇所がございます

が、根拠となります国の基準の名称等が変更さ

れたために所要の改正を行うものでございます。

次に、議案第10号「宮崎県における事務処理

の特例に関する条例の一部を改正する条例」に

ついてであります。こちらは、委員会資料で御

説明させていただきます。

委員会資料の15ページをお開きください。

１の改正の理由のとおり、現在、児童福祉法

に基づく障害児通所支援事業者等に係る事務を
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当条例に基づき宮崎市に委譲しているところで

ございますが、今般、第７次地方分権一括法に

基づき関係省令が施行されまして、当該事務が

中核市の事務と位置づけられました。

このため、２の改正の概要のとおり、条例に

現在規定しております関係事業者の指定、更新、

届出の受理など､10個の事務を委譲の根拠が国の

法令に規定されましたので、当条例からは削除

するものであります。

私からの説明は、以上でございます。

○川越健康増進課長 健康増進課の補正予算及

び条例改正案の関連部分について御説明いたし

ます。

お手元の歳出予算説明資料、健康増進課のイ

ンデックスのところ、25ページをお開きくださ

い。

健康増進課の補正予算額は、補正額の欄にあ

りますとおり、1,876万4,000円の増額補正であ

ります。その結果、補正後の予算額は、右から

３列目の補正後の額の欄にありますとおり､33

億3,092万1,000円となります。

27ページをお開きください。

（事項）母子保健対策費の説明欄１、新規事

業「周産期母子医療センター災害時医療提供設

備整備事業」1,229万7,000円及び、２、新規事

業「旧優生保護法に基づく一時金支給円滑化事

業」646万7,000円をお願いするものであります。

内容につきましては、厚生常任委員会資料で

御説明いたします。

常任委員会資料８ページをごらんください。

新規事業、周産期母子医療センター災害時医

療提供設備整備事業であります。

まず、１の目的･背景ですが、地域において、

妊娠、出産から新生児期に至る一貫した管理を

行う周産期母子医療センターが災害により長期

の断水等が発生しても、診療機能を維持するた

めに必要な水を確保できるよう給水設備の整備

強化を図るものであります。

２の事業概要ですが、都城医療センターの給

水設備の整備、具体的にはろ過装置等を設置す

るものですが、その工事費等に対する補助を行

うこととしております。

３の事業費ですが、総事業費3,726万5,000円

に国の補助率0.33を乗じた1,229万7,000円をお

願いしており、財源は全額国費であります。

４の事業効果ですが、災害により濁った地下

水をろ過するための給水設備を整備することに

より、災害時においても周産期母子医療センタ

ーの診療機能を維持することが可能となるもの

と考えております。また、南海トラフ等の巨大

地震による津波被害が発生した場合、沿岸部の

周産期医療の後方施設としての役割を果たすな

ど、本県の災害医療対応機能の充実が図られる

ものと考えております。

続きまして、９ページをごらんください。

新規事業、旧優生保護法に基づく一時金支給

円滑化事業でございます。

まず、１の目的･背景ですが、旧優生保護法に

基づく優生手術を受ける者等に対する一時金の

支給等に関して、制度の周知、相談支援及び必

要な調査を迅速かつ適切に行い、当事者に寄り

添った一時金の円滑な支給を図るものでありま

す。

２の事業概要ですが、（１）健康増進課内に専

任の相談･調査員を配置するとともに、（２）リ

ーフレットやポスターを作成し､配布することに

より制度の周知･広報を図ります。また､（３）

必要に応じ､医療機関、福祉施設等に対する調査

を実施します。

３の事業費としましては、646万7,000円をお
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願いしており、財源は全額国費であります。

４の事業効果ですが、一時金支給に関する制

度の周知を徹底するとともに、当事者からの請

求や相談支援及び必要な調査を迅速かつ適切に

行うことにより、一時金の円滑な支給が図られ

るものと考えております。

続きまして、委員会資料16ページをお開きく

ださい。

議案第10号｢宮崎県における事務処理の特例に

関する条例の一部を改正する条例｣について、健

康増進課分を御説明いたします。

まず、１の改正の理由であります。

難病の患者に対する医療等に関する法律に基

づく知事の権限に属する事務の一部について、

宮崎市に移譲するための改正を行うものでござ

います。

次に、２の改正の概要でありますが、まず、

下の米印の難病法に基づく医療費助成制度につ

いて御説明しますと、難病の患者の方の医療費

の負担を軽減するため、通常医療保険の自己負

担は３割でございますけども、それを２割とし、

さらに所得等の状況に応じまして、自己負担の

上限月額を０円から３万円までとするものであ

ります。

今回、その医療費の支給の認定等に関する事

務のうち、条例別表に新たに（１）から（５）

の事務の内容及び委譲先市町村に宮崎市を追加

するものであります。

具体的には、（１）の新規申請及び更新申請の

受理、受給者証交付及び却下通知書の送付事務、

（２）の変更申請について、申請書の受理･認定

及びその変更内容を受給者証に記入しまして本

人に返還する事務、（３）の自己負担上限月額の

算定及び受診する指定医療機関の選定の事務、

（４）償還払い申請の受理、これは申請から受

給者証の交付までの期間が最低１カ月程度か

かっておりますことから、その間、自己負担上

限月額を超えて支払った医療費等を本人に支払

う手続でございますけども、その申請を受理す

る事務、（５）は県外転出等をした際に受給者証

の返還を要求する事務であります。

最後に、３、施行期日は、令和元年10月１日

を予定しおります。

説明は、以上であります。

○児玉こども政策課長 こども政策課分につい

て御説明いたします。

歳出予算説明資料の29ページをお開きくださ

い。

当課の補正額は、左から２列目の欄にありま

すように、３億7,383万9,000円の増額補正であ

ります。この結果、補正後の予算額は、右から

３列目、補正後の額のとおり、171億5,034万3,000

円となります。

31ページをごらんください。

（事項）少子化対策環境づくり推進事業費の

説明欄、新規事業「子育てに優しい働き方改革

応援事業」としまして、1,383万9,000円の増額

補正をお願いしております。詳細は、後ほど厚

生常任委員会資料で御説明いたします。

同じページの（事項）教育・保育給付費の説

明欄、新規事業「幼児教育・保育の無償化支援

事業」としまして、３億6,000万円の増額補正を

お願いしております。

こちらにつきましても、詳細は厚生常任委員

会資料で御説明いたします。

厚生常任委員会資料の10ページをお開きくだ

さい。

新規事業、子育てに優しい働き方改革応援事

業について御説明いたします。

まず、１の目的・背景でありますが、本県で
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生まれる子供の数は年々減少傾向にありまして、

平成28年には9,000人を割り込んでおります。直

近の結婚・子育て意識調査では、子育てに関し

て不安や負担を感じている県民が６割を超え、

その理由として、仕事と子育ての両立が難しい

とする割合がふえております。

このようなことから、県内で子育てに優しい

職場環境づくりに取り組む企業等を支援すると

ともに、優良事例を広くＰＲすることにより、

子育てに優しいみやざきづくりの推進を図るも

のであります。

次に、２つ目の事業概要についてであります。

（１）企業等に対する啓発としまして、企業

等が行う子育てしやすい環境づくりや従業員へ

の支援につながる具体的な取り組みについての

意識啓発を図るために、県が研修会を開催する

とともに、専門職員が企業等を訪問し、就業規

則等の改正へのアドバイスを行いたいと考えて

おります。

次に、（２）企業等への補助でございますが、

具体的には、①にありますとおり、育児休業等

の促進を図るための育児休業給付金の上乗せや、

祖父母が親にかわって孫の育児のために休暇を

取得できるような制度などを祖父母の勤務先企

業が導入するような場合に､その企業等に対しま

して実施に要する就業規則等の改正経費を10万

円を上限に補助したいと考えております。

また、②の家事・育児支援として、従業員が

利用する家事代行サービスに対する支援や、男

性向け育児講座などを実施する企業等に対しま

して、その実施に要する経費を10万円を上限に

補助したいと考えております。

さらに、③にありますとおり、その他としま

して、企業等から従業員の子育て支援に対する

自由な提案を募集しまして、先駆的と認められ

る取り組みを実施する企業等に対し、その実施

に要する経費を30万円を上限に補助したいと考

えております。

次に（３）でございますが、県内企業等への

幅広い展開を推進するとともに、優良事例につ

いて幅広くＰＲしたいと考えております。

３の事業費は1,383万9,000円であり、全額、

宮崎県人口減少対策基金を活用させていただき

たいと考えております。

最後に、４の事業効果でありますが、従業員

の子育てしやすい環境づくりに取り組む企業等

を支援し、企業等における子育て環境が改善す

ることにより、従業員の幸福度や職場への満足

度の向上並びに企業等における安定的な人材確

保を図りたいと考えております。

続きまして、資料の12ページをお開きくださ

い。

新規事業、幼児教育・保育の無償化支援事業

について御説明いたします。

１の目的・背景にありますように、この10月

から幼児教育・保育の無償化が実施されますこ

とから、制度の導入に当たりまして必要となり

ます市町村の取り組みを支援することで制度の

円滑な導入を図るものであります。

２の事業概要についてであります。

（１）幼児教育無償化円滑化事業につきまし

ては、市町村が制度を導入するに当たって必要

となる経費につきまして、県が補助するもので

あります。

また、市町村等を対象に県が説明会を開催す

るなどいたしまして、制度や事務手続につきま

して、その周知を図るものであります。

（２）の幼児教育無償化システム改修等事業

につきましては、利用者の認定や利用料の算定

等のために市町村が使用している電算システム



- 20 -

令和元年６月19日(水)

の改修費用等につきまして、市町村に補助する

ものであります。

３の事業費ですが、３億6,000万円をお願いし

ておりまして、財源につきましては全額国費で

負担されることとなっております。

最後に、４の事業効果についてであります。

幼児教育・保育の無償化に要する市町村の取り

組みを支援し､制度が円滑に実施されることによ

り、子育て世帯の幼児教育・保育に要する費用

負担の軽減が図られるものと考えております。

こども政策課からの説明は、以上でございま

す。

○橋本こども家庭課長 こども家庭課分を御説

明いたします。

歳出予算説明資料のこども家庭課のインデッ

クスのところ33ページをお開きください。

今回、左の補正額の欄にありますとおり、一

般会計におきまして、530万円の増額補正をお願

いしております。この結果、補正後の予算額は、

右から３列目の補正後の額の欄にありますとお

り､一般会計が58億2,893万円となり､一般会計と

特別会計を合わせました補正後の額は一番上の

欄になりますが、62億2,044万5,000円となりま

す。

それでは、その内容について御説明いたしま

す。

35ページをお願いいたします。（事項）児童扶

養手当支給事業費530万円の増額補正でありま

す。これは、説明欄にあります児童扶養手当支

給に関しまして、未婚の児童扶養手当受給者に

対する臨時特別給付金に関する経費をお願いす

るものでございます。

概要につきましては、常任委員会資料で御説

明をさせていただきます。

常任委員会資料の13ページをお願いをいたし

ます。

新規事業「未婚の児童扶養手当受給者に対す

る臨時・特別給付金」でございます。

まず、１の目的・背景でございます。令和元

年10月に消費税率が引き上げられることとされ

ておりますが、国におきまして子供の貧困に対

応するため、今年度、未婚の児童扶養手当受給

者に対して臨時・特別給付金を支給することが

決定されました。このことを受けまして、県が

児童扶養手当の支給を行っております町村在住

の対象者に対しまして給付金を支給するもので

ございます。

次に、２の事業概要であります。（１）の臨時

・特別給付金でございますが、①の支給対象者

は、ことし11月分の児童扶養手当の支給を受け

る父または母で、基準日であります本年10月31

日において、これまでに法律婚をしたことがな

い者でございます。

ただし、括弧書きにありますように、法律婚

をしていなくても、基準日に事実婚をしている

者は対象とはなりません。

②の支給額でございます。１人につき１

万7,500円となっております。

③の支給手続ですが、８月に支給対象者から

の申請を受け付けます。

県におきまして支給対象要件に該当するかを

審査した上で、来年１月の児童扶養手当の支払

い時にあわせて支給します。

また､（２）のシステム改修費でございますが、

これは、本事業を実施するために児童扶養手当

システムの改修を行うものであります。

３の事業費でございますが､530万円を計上し

ております。内訳は、支給する臨時・特別給付

金として420万円、システム改修費として110万

円を見込んでおり、財源は全額国庫支出金でご
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ざいます。

最後に、４の事業効果でございますが､この給

付金の支給によりまして、未婚のひとり親家庭

の経済的負担を軽減し、生活の安定と福祉の向

上を図ることができるものと考えております。

説明は以上であります。

○岩切委員長 執行部の説明が終了しました。

議案についての質疑はありませんか。

○右松委員 常任委員会資料の２ページ、３ペ

ージなのですけれども、看護人材獲得支援事業

ということで、いろいろと御対応いただいてい

ることに関しては、ありがたく思っています。

昨年、私が一般質問で取り上げて、また、い

ろいろとお願いもしているこの特定行為の研修

制度の件でありますが、その研修を行う指定研

修機関をぜひ宮崎県に設置をしてもらいたく、

これは看護協会から、とりわけ要望が強いとこ

ろでもあります。先ほどいろいろと医療薬務課

長から話があったように、在宅医療を今後進め

ていく中で、特定看護師はどうしても必要な存

在でありますし、医師の負担軽減にもつながっ

ていきます。また、中山間地域を含めた地域医

療の充実を考える上で、これはもう避けて通れ

ないことだと思っております。

そういった中で、現状は大分県あるいは鹿児

島県の指定研修機関に行かざるを得ないような

状況でして、大分県では21区分、それから鹿児

島県では７区分が受講できます。

ちなみに、大分県は大分県立看護科学大学、

鹿児島県は鹿児島大学病院が指定機関に含まれ

ているのですよね。

そういった中で、今後のことも含めて、県内

の現状や進捗状況、この指定機関を設置する上

で、今、例を出しましたけど、宮崎大学になる

のか、どうするのかも含めて、どこが課題になっ

ているのかを教えてください。

○小牧医療薬務課長 指定研修機関の指定に関

しましては、従前から宮崎大学等と指定に向け

た意見交換等を進めているところなんですが、

宮崎大学としましては、現在、やはり普通の医

学生や看護学生の教育に人的な資源とかを投入

しているため、そこまで手が回っていないとい

う状況の中で、今、いろいろと要望をさせてい

ただいているところでございます。

県の考えとしましては、当然、宮崎大学の附

属病院も候補でございますし、あとは大分県の

ように県立看護大学も一つの指定研修機関とし

ての候補になり得ると考えております。今後も

県の看護協会と宮崎大学、そして県立看護大学

と十分協議をしながら、この特定行為に関する

研修の改善に向けた協議をさらに進めてまいり

たいと考えているところです。

○右松委員 全国の研修機関の状況はもうわ

かっていらっしゃると思いますが、九州では未

設置県が本県と長崎県と熊本県でしたが、熊本

県が設置することになりましたので、残りは長

崎県と本県だけです。今の説明でいろいろと動

いていらっしゃることについては敬意を表しま

すけれど、本県の地域医療を考えていく上で少

し迅速に動き、県立看護大学にしていくのかも

含めて、しっかりと結果が出るように強く要望

させていただきます。

民間病院はやっぱり区分数がどうしても少な

いですよね。だから、その辺も含めて最低限の

区分が必要になってくると思いますが、そこを

含めて迅速に行動してもらうことを強く要望さ

せていただきます。

○小牧医療薬務課長 今御指摘いただきました

とおり、全国で113の研修機関がありまして、も

う既に39都道府県が設置している状況ですので、
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そこは非常に危機感をもって取り組んでいきた

いなと考えているところです。

具体的には、やはり先ほど区分の指摘がござ

いましたけども、どのような区分が本県の今後

の医療に必要なのか、あと、看護師の皆さんが

どのような区分の受講を希望されているのかを、

さらに具体的に明らかにしていきまして、宮崎

大学、県立看護大学ときちんと協議を進めてい

きたいと考えております。

○右松委員 ぜひお願いしたいと思います。区

分については、呼吸器関連あるいはカテーテル、

薬剤投与関連、そして血糖コントロールに係る

薬剤投与関連が今後必要な区分というのは大体

わかってきておりますので、そこはしっかりと

県でリーダーシップをとっていただきながら進

めていただくといいかなと思っています。

○渡辺福祉保健部長 まさに区分ですとかスケ

ジュール感については、きちんと関係機関とよ

く話をしまして、しっかり前に進めさせていた

だきます。

○河野委員 専門的な内容は問いませんが、１

機関当たり50万円という上限額ですね。という

ことは、県としては①、②、幾つの機関から申

請があればいいという予算の考え方なのか。

○小牧医療薬務課長 ２ページの事業概要の

（２）の①の看護人材受入体制支援事業につき

ましては、10医療機関等を積算上予定しており

ます。

また、②のキャリアアップ研修派遣支援につ

きましては、やはり10医療機関、10人分という

形で積算をしているところでございます。

○河野委員 これは新規の事業ですけど、今ま

で似た内容で支援というか、獲得の支援事業と

いうのはしてきていないんですかね。

○小牧医療薬務課長 看護協会にナースセンタ

ー事業というのを委託しているんですけれども、

新人看護師の研修に当たっての支援とか、そう

いう形での支援は従来からございます。

○河野委員 あと、補助率が２分の１で、１機

関は50万円が上限ですと。これは、医療機関に

対しては十分でしょうか。

○小牧医療薬務課長 補助率を設定しておりま

すので、医療機関にとりましては、自己負担が

必要となりますが、その医療機関の医療機能の

アップや、看護機能のアップにつながるという

ことで、将来的には診療を通じて収入を得られ

る内容でもございますので、一定の補助率を設

定して支援をさせていただくというのが妥当で

はないかということで、こういう形をとらせて

いただいています。

○河野委員 各事業に10医療機関ということで

目標を立てられて、その上限が50万円というの

はちょっと弱いというか、10機関も集まるかな、

希望するかなという心配がありましたので、

ちょっと聞いてみました。いいです。

○満行委員 ②のキャリアアップ研修派遣支援

ですけど、そもそも認定看護師とか専門看護師

の養成研修費用はどこも医療機関が100％丸抱え

でやっているのか、個人でその研修を受ける人

とか、どういう状況なのかわからないんですけ

れど。

○小牧医療薬務課長 比率については把握して

いないんですけれども、個人で取得される方と、

医療機関で一定の支援をされるという形の両方

ございます。

○満行委員 補助率３分の１、想定は150万円ぐ

らいかかるだろうということで、その中で、病

院と個人の割合は話し合いの中でやる。それで

もオーケーということですよね。100％医療機関

が丸抱えでなくても、これはその対象になると
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いう事業だということですね。

○小牧医療薬務課長 補助対象につきましては、

あくまで資格は個人に帰属はするんですけれど

も、補助先としては医療機関を予定しておりま

すので、医療機関において、あと３分の２の負

担をどうされるかは、それぞれ御検討いただく

ことになろうかと思います。

○満行委員 認定看護師と専門看護師の違いを

私はよくわかっていないんですけれど、大学、

大学院卒業された方がどんどんふえてきており

ますが、そもそも、先ほど河野委員もおっしゃっ

たように手を挙げる人がいるのかなと。

私が聞いた医療機関では、希望者をといった

らみんなが逃げる、もともと管理職になりたく

ないとか、いろんな話を聞くんですよね。自分

から手を挙げて、大変な研修を受けるという人

がどれほどいるのかなと思うんですけど。県内

の状況がわかれば、その分も含めてお願いしま

す。

○木原福祉保健部次長（福祉担当） 正確なお

答になるかどうかわかりませんけど、まず専門

看護師と認定看護師の違いですが、専門看護師

は基本的に大学院修士課程を卒業していること

が条件になってまいります。その後に５年間の

実務研修、うち３年以上、その13分野のいずれ

かで勤務した場合に専門看護師に認定されます。

一方、認定看護師の場合は、実務が５年あっ

た後に、教育機関に行って教育を受けた場合、

認定されます。認定看護師の教育機関ですけど、

現在はＡとＢの２種類があって、Ａについては

認定看護師のみになりますが、Ｂについては特

定医療行為と両方学ぶことができる機関が存在

することになります。認定看護師については21

分野ございます。この認定をなぜ受けるかとい

う、病院側のインセンティブとしては、あくま

でも診療報酬上、いろんな加算が認められてお

りますが、その加算に対して、専任とか看護師

を配置しないといけないということになってお

りまして、その条件で一番多いのが認定看護師

でございます。その次が専門看護師で、平成30

年４月からの診療報酬の改定で、特定行為をす

る看護師さんの配置も３分野ぐらいで認められ

てきておりますので、病院がこのような、特に

認定看護師を養成することは、自身の診療報酬

がアップすることになりますので、一番大きな

インセンティブになっているのかなというふう

に思っております。

○小牧医療薬務課長 この受講の需要について

なんですけども、昨年11月から12月にかけまし

て医療機関等にアンケート調査といいますか、

実態調査をしたところ、まず認定看護師につい

て2019年に受講の予定があるという人数が36人

というアンケート結果があることと、専門研修、

特定行為の研修につきましては、受講の希望が

ある医療機関等が30医療機関等あったというこ

とに基づいており、全員がこれを希望されたら

足りなくなるのですけども、一定の需要がある

と判断しております。

○満行委員 病院経営の面からも、どの医療機

関も一生懸命肩をたたいて、お前行ってくれっ

て言われてる。この長い研修を受けるには家庭

の問題とか、いろいろ考えるとなかなかハード

ルが高いと思うんですよね。研修費用を100％医

療機関が払ってくれるわけでもないし、よほど

意思がなければなかなか受講しない。これを取っ

たら病院をやめることもなかなか難しくなるし、

転職の多い職種と考えるとやっぱり難しいかな

と思うんです。

受講者を確保するためにも医療機関のフォロ

ーをしっかり検討して、今後とも進めていただ



- 24 -

令和元年６月19日(水)

きたい。そのことが本県の医療水準の向上につ

ながると思いますので、よろしくお願いいたし

ます。

○二見委員 わかれば教えてほしいんですけれ

ども、資料の３ページに登録者数、修了者数の

がそれぞれ載っていると思うんですが、これは

県内にいらっしゃる方の中で、登録修了した人

数であって、本県で就業しながらとか、もしく

は個人で働いていないときに先に資格を取られ

たのかという詳細まで把握していらっしゃるん

ですか。

○小牧医療薬務課長 正確にこの４人の方がど

ういう経緯で取得されたかはちょっと把握して

ないのですが、例えば、市内の江南病院さんと

かは全国規模の異動等がございますので、福岡

県とかいろんな別の県で取得された後に人事異

動でこちらにいらっしゃってという方も含まれ

るということもお聞きしているところでござい

ます。

○二見委員 やはり今いろいろと質疑があった

中での宮崎の現状を踏まえた上で、こういう支

援事業、そして医療機関のサポート体制を考え

ないと。

一番はやっぱり看護人材不足ですよね。この

看護人材不足というのは、要するに数の問題で

あり、質の問題でもあるという。宮崎県の場合

はやっぱりまず数が一番念頭にあるので、研修

に行かせたくても行かせる余裕がないんですよ

と。

先ほどの話では、認定看護士が36人、特定行

為研修が30機関、それぞれ希望者はいるという

ことなんですが、おそらくこの希望というのは

調査した年末に限らず、ずっと前からあったの

かもしれません。やっぱりその辺のフォローを

県の行政としては考えないといけないのでは。

こういうせっかくいい事業を打つのであれば、

そこら辺を各医療機関等とよく意見交換しなが

ら、ちゃんとそこで効果が出るような体制をとっ

ていくというのが必要だろうなと感じるんです

けれども、いかがでしょうか。

○小牧医療薬務課長 御指摘がありましたとお

り、看護師の確保、特に看護師のスキルのアッ

プの問題とか、あと数の問題というのは両方非

常に大きな課題でございますので、医療機関や

看護協会とも十分に意見交換をして実態を把握

した上で、今後また事業を工夫していきたいな

と思っております。

今回の看護人材獲得支援事業は、そういった

研修に踏み切れないような、200床未満の小規模

病院等に対して支援したいと考えておりますの

で、そのきっかけということできちんと取り組

んでいきたいと考えております。

○二見委員 最後に確認です。さっき言った認

定看護師36人、そして特定行為研修制度30医療

機関というのは、200床未満の施設を対象にした

数ということでよろしいのですよね。

○小牧医療薬務課長 200床以上の医療機関も含

めた数でございます。

○二見委員 だから、それではやっぱり意味が

ないんですよね。そこを現段階で、ちゃんと分

けた上での数になっているのかが大事で、結局、

これは条件として200床未満と切っているじゃな

いですか。だったら、希望の数はどうなってい

るんですか。

○小牧医療薬務課長 ちょっと手元に200床未満

を分けたものはございません。当然、アンケー

ト結果ですので、そこは分類することは可能で

すので、またそこはきちんと中身を見て、働き

かけ等に活用するということで考えているとこ

ろです。
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○二見委員 やっぱり現段階でわかっていない

のは不十分ではないかなという感じが否めませ

ん。

もう以上で結構です。

○内田副委員長 私は看護人材が不足している

のは、宮崎県では看護師さんの報酬、収入がす

ごく低いからだと思うんです。だから、県外に

流れていっていると思うんです。数だったり質

だったりを言われるんだけど、一番はやっぱり

報酬にきちんと反映されているのかが私は大事

だと思うんです。

例えば、医療機関に対して、研修を受けて資

格を取った方の報酬をきちっと上げてくれと、

行政がそういうフォローまでやってくれれば、

研修を受講する方、意欲的な方がもっとふえて

くると思うし、県外に流れたりということが食

いとめられるんじゃないかなと私は思うんです。

例えば、事業では魅力発信力の向上のための

研修会を行うとあるんですが、この魅力発信の

中で、宮崎は報酬がこれだけきちっと確保され

ているんだよというところがないと、結果につ

ながらないと思うんですね。

この研修会というのは、経営されている方、

お医者さんに対して実施されるんですか。

○小牧医療薬務課長 この研修の対象者はドク

ターに限定はしておりませんで、看護部門の管

理をされている方、あとは事務的な管理をされ

ている方も含めた医療機関の関係者を想定して

おります。

○内田副委員長 やはり医療機関の経営者に

しっかりとそこを伝えていって、宮崎県の看護

師の報酬はこれだけ上がっているんだというと

ころを示さないと魅力的に映らないと思うんで

す。本当に厳しい言い方ですけれど、やっぱり

そこだと思うんです。

地域によっても報酬にばらつきがあり、県北

は本当に看護師の給料が少ないんです。だから

そういうところをきちっとお医者さんまで響く

ように。

私は経営者だったりドクターの意識を変えて

もらうというところを頑張っていただきたいと

思います。

○小牧医療薬務課長 具体的に賃金をどれだけ

上げることが必要かというところは、なかなか

県から言いづらいところではあるんですけども、

現在、行っている事業としましては、宮崎県医

師会に医療従事者の勤務環境を改善するための

事業を委託しておりまして、そういう医師の方

にもそういった勤務時間の問題も含めて勤務環

境を改善していただくように検討していただく

働きかけは行っているところでございます。

○岩切委員長 ここで暫時休憩します。

午後０時１分休憩

午後０時１分再開

○岩切委員長 委員会を再開します。

議案についての質疑を引き続き行いますが、

お昼が来ましたので、午後は１時10分から再開

したいと思います。

暫時休憩します。

午後０時１分休憩

午後１時３分再開

○岩切委員長 委員会を再開いたします。

それでは、午前に引き続き、関連で質疑はあ

りませんか。

○右松委員 看護師の給与について４年前に一

般質問をさせていただいた際の部長答弁に、通

常支払われる給与額について、全国の中で看護

師が46位、准看護師が最下位と他県に比べて非
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常に厳しい状況が続いていることは認識してい

るとの答弁がございまして、私の考えとしては

県が強制することは難しいので、民間病院の自

発的な改善を促せないか尋ねたところ、残業縮

減や長時間夜勤の見直しなど勤務環境を改善す

ることで職場が活性化した事例を紹介するなど、

関係団体と連携して前向きに検討してまいりた

いという答弁をいただいています。給与体系に

ついても、なかなか民間とは違い、資格なり勤

務年数が反映されていない現状が実はありまし

て、その辺については、本来は自発的に取り組

むことですから、それを県がこういう取り組み

がありますよということで周知して促していく

ことを含め、改めて、看護師の地位の向上のた

め、いろいろと医療機関等と調整してもらうと

いいかなと思いますのでよろしくお願いします。

○二見委員 委員会資料の10ページの子育てに

優しい働き方改革応援事業について、就業規則

の改正に関する経費とか実施費用に対する支援

を今回されるということで、いいことだとは思

うんですが、今までやってきた仕事と家庭の両

立応援宣言事業は続いているんですよね。続い

ているのであれば、これと一体的に推進してい

くものかなあと思ったんですけれど、そこ辺は

どうなっているんですか。

○児玉こども政策課長 委員がおっしゃったよ

うに、本県では以前、仕事と家庭の両立応援宣

言といっていましたが、これが生活という言い

方に変わりまして、仕事と生活の両立応援宣言

ということでの取り組みを商工観光労働部を中

心に取り組んでいただいております。また、さ

らにその取り組みを深めたものとしまして、働

きやすい職場「ひなたの極」認証制度というも

のも取り組んでいるところでございます。私ど

ものほうは、そういった意識のある企業、仕事

と生活の両立応援宣言や、ひなたの極に取り組

んでいらっしゃる企業等をさらに応援したいと

いうような気持ちもございます。もともとが仕

事と生活の両立応援宣言そのものにつきまして

は、企業において、例えば、職員同士の相互理

解を深めて、家庭を大切にします、そういった

職場を目指しますというような宣言をしていた

だくような取り組みになるんですけれども、今

回私どもは、そういった企業様において、実際

に男性の育児休暇の取り組みであるとか、その

ほか家庭を大事にする育児環境を整えるような

取り組みを職場でやっていただいたときに、そ

の取り組みに係る経費を一部、直接的に県で支

援させていただこうと思っていまして、そういっ

た既存の取り組みとあわせて企業等における働

きやすい職場環境づくりに取り組んでまいりた

いと考えております。

○二見委員 なるほど、そこら辺をちゃんと連

携して一体的に進めてもらいたいなという気持

ちがあるんですけれど、今回、正直この就業規

則改正等に要する経費とか、余り施策でふっと

思い出すようなことじゃない中身なのかなと思

うこと。あと、②の家事代行サービスの利用と

か、なかなか余り今まで見なかった内容なんで

すけれども、ここら辺の事業の中身をつくるに

当たって、どのように支援策を決定していった

んでしょうか。それは、現場からのそういう声

が多かったということなんですかね。

○児玉こども政策課長 さまざまな意識調査に

おきまして、企業等で働いていらっしゃる方た

ち、例えば、内閣府が調査しているんですけれ

ども、昨年８月に正社員の男女計3,000人の方々

に回答をいただいたインターネットの調査がご

ざいまして、男性では、家庭生活を大事にした

いというふうに考えている方々が59.1％いらっ
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しゃったんですが、実際にそういった優先がで

きたという割合についていいますと30.4％とい

うことで、なかなか思うようにいかないところ

でございます。

実は、福井県のほうで同じような取り組みを

実施されておりまして、その福井県の取り組み

を見ていきますと、男性の育児休業の取得率が

当初1.2％台しかなかったものが3.7％というこ

とで、非常に低い割合ではあるんですけれども、

当初に比べれば３倍に達したということを伺っ

ております。

それこそ、本日の新聞でございましたか、政

府の骨太の方針におきましても、男性で育児休

業を希望していても申請できない方が多くいる

という実状を踏まえまして、そのような取り組

みを進めるというようなこともあったところで

ございますので、隠れたニーズはあると思って

おります。何とかそういう取り組みをふやして

いければと考えております。

○二見委員 なるほど、福井県を参考にされた

というのもわかったんですけれども、正直今の

こういう子育て支援の中身について私もいろい

ろ考えるところあるんですが、大まかに２つに

分かれると思うんです。一つは、地元出身者の

人たちへの子育て支援。もう一つは、いわゆる

転勤族、よそから来た人たちへの子育て支援。

この①の祖父母の孫育てというのは、地元にい

る人たちの子育て支援に入るんだと思うんです

けれども、たしか福井県は親子３世代の同居率

が非常に高い地域だったと思うんですよね。だ

からこそ制度を設けることによって、育児休業

取得率の向上につながっていくのはわかるんで

すけれども、今までの宮崎の子育て支援の中身

を見ていると、どちらかというとよそから来た

人たち、なかなかそういう家族的、血縁的な支

援がもらえないような人たちに対する放課後児

童クラブとか、いわゆる保育サービスの提供に

力を入れてきたと私は感じているんです。

だから、こういう視点からの子育て支援、育

児休業促進はいいと思うんですけれども、じゃ

あ本当に宮崎でこれがクリティカルに必要な施

策だったのかなと思うと、ちょっと疑問に思う

ところはあるんですよね。やっぱり祖父母の育

児休業取得となると、要するに仕事をしながら、

勤めながらの人たち、限られたところになって

来るんだと思うんですよね。ある程度の年齢に

なったときに子育て支援が必要な世代といった

ら、大体祖父母は、もう退職されている方も多

い。これから定年が長くなってくるので在職率

も長くなるんでしょうけれども、そういった本

県の課題に対するポイントというか、一番はやっ

ぱりこの事業を構築するに当たっての目的背景

というところは、もっと突き詰めていってもら

いたいのですが、そこ辺に対する今後の調査活

動はいかがでしょうか。

○児玉こども政策課長 企業におけるその取り

組みに対する姿勢というのは、現状で申します

となかなか厳しいと思っています。この事業を

検討していく中で、私どもも何人かの企業の経

営者とお話しいたしました。その中で、経営者

の立場からいいますと、やはり育児休業で社員

が休むことで、例えばその社員が営業等を担当

していれば、営業社員はなかなか休ませること

ができないんですよというようなお声をいただ

きました。ただ、一方では、本県は育児と家庭

は二の次ということで、仕事を優先にというよ

うなところが企業意識にある中で、そういった

制度を県のほうで後押ししていただけると、会

社としても育児休業の促進を働きかけやすくな

るかもしれないというお声もいただきました。
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今回は本当に企業等へのそういった働きかけが

ポイントになると思いますので、議決いただけ

ましたら、私ども一生懸命企業を回り、セミナ

ーも開催することで、広く意識啓発を図ること

で、何とか取り組みをふやしていきたいと思っ

ております。

○河野委員 ５ページの在宅人工呼吸器使用者

非常用電源整備事業でございますけれども、こ

れは人工呼吸器使用の患者さんとあります。吸

引器や在宅酸素濃縮器のように、やっぱり電源

を必要とする医療を受ける患者さんもいますが、

この整備事業の中に吸引器とかの電源について

は加味されていないのでしょうか。

○佐藤医療・介護連携推進室長 この事業は厚

生労働省の医療施設等設備整備費補助金という

補助金を活用しており、そもそもここに書いて

ございますが、詳しく申し上げますと、訪問診

療が必要な人工呼吸器使用患者を診療している

医療機関において、災害等の停電時に備えて患

者に貸し出せる簡易な自家発電装置の購入費を

補助するという国の補助金のスキームを利用し

ているものでございまして、あくまでも在宅の

人工呼吸器を使っている患者さんを診ている医

療機関が発電装置を購入する費用に対して補助

するというスキームになっているところでござ

います。

○河野委員 障がい福祉課のほうにお尋ねしま

すが、そっち方面での補助というのは。

○丸山障がい福祉課長 今回の事業を検討する

際に、この非常用自家発電設備とかブロック塀

とかに関して、県内の障がい福祉関係の事業所

の状況を調査しております。その際、今お尋ね

の医療型の施設、特に重心・重心児の方の対応

をされている医療型の施設がございますけれど

も、そこは既に非常用自家発電設備を備えてい

らっしゃることを確認しているところでござい

ます。

○河野委員 在宅については。

○丸山障がい福祉課長 この事業は、あくまで

も施設に補助するものでございます。

この事業は、補助対象が医療機関ということ

ですので、先ほど申し上げました医療型の障が

い施設以外の話になりますので、障がい福祉課

とは直接関係のない医療機関になろうかと思い

ます。

○岩切委員長 質問は、在宅障がい者に対して、

非常用電源等を貸与するものは障がい福祉制度

ではないのかという趣旨だと理解しているんで

すが。

○丸山障がい福祉課長 失礼いたしました。

直接障がい者にこういう呼吸器等の部分の補

助事業はございません。

○河野委員 防災・減災の、国の３か年緊急対

策の一環としてというのがありましたので、在

宅の障がい者が必要とする吸引器等の非常時の

簡易自家発電等の貸し出し、医療機関等の貸し

出しについて、この在宅呼吸器については経費

を補助するよという話ですが、この吸引器とか

在宅酸素関係のものについてはこの国の事業で

は補助対象とはならないのかということで、ど

こが答えるかわからなかったので今聞いてみま

した。

○川越健康増進課長 直接のお答えになるかわ

かりませんけれども、小児慢性疾患を持ってい

る子供に対しまして、日常生活用具を給付する

制度がございます。その中で、例えば電気式の

たん吸引器とかそういったものが対象になって

います。ただ、これは災害用ではなくて、日常

生活に必要な機械ということになります。

○河野委員 人工呼吸器には内部バッテリーが
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ありますので、災害のときに途中で停電とかなっ

ても時間的な余裕があるわけですね。ところが、

吸引器とか酸素濃縮器なんていうのは内部バッ

テリーがないので、切れたらもうそこでストッ

プしてしまい、災害時に吸引器を必要としてい

る児童、患者さんについては、本当に緊急事態

になると思うんですけれど、そういうところに

簡易バッテリーとか自家発電機等を貸し出すと

いうことはどこもやらないのですかね。

○川越健康増進課長 例えば、在宅で小児慢性

で重度の疾患があるために人工呼吸器をつけて

いる場合、通常メーカーとの協力関係とか、協

力医療機関というのがありますので、もし緊急

事態が想定される場合は、例えば予備入院を進

めるというようなことはやっております。

○和田福祉保健部次長（保健･医療担当） 在宅

で人工呼吸器を使われる人は、たんの吸引をし

ないといけないので、必ず吸引器とセットだろ

うと思っています。だから、人工呼吸器を持た

れている患者さんのところに簡易自家発電機が

あれば、恐らく吸引器のほうも、発電機から電

気がとれるのではないかと、私自身は予想して

いるところです。

それから、委員がおっしゃいました酸素濃縮

の機械は、肺の慢性疾患等で治療に多分使って

いる方が多いと思います。その場合どうするか

については、ちょっと私も直接存じていないの

で、また確認はしてみたいと思いますが、人工

呼吸器と酸素濃縮器は違うものだというふうに

理解しております。

○河野委員 よろしくお願いします。

○徳重委員 ９ページの旧優生保護法に基づく

支給の円滑化事業について、新聞でも報道もさ

れてきたところでございますが、この旧優生保

護法の適用年度というか、いつからいつまでの

間の案件ですかね。

○川越健康増進課長 旧優生保護法は、1948年

から1996年までが効力を持っていた期間になり

ます。

○徳重委員 かなり長い間のことですから、相

当な数に上っているんじゃないかなと思ってお

ります。これは生存されている方のみが対象に

なっているかどうか、ちょっと確認しておきた

いなと。

○川越健康増進課長 この法律が本年４月24日

に施行されまして、その時点で生存されている

方が対象となっております。

○徳重委員 そこで、相談事業や調査員の配置

をそれぞれされているということですが、県内

も広いわけでありまして、さらに個人情報とい

うこともありますので、この相談をするにして

も身近な相談場所あるいは相談員がなかなかわ

かりづらいと思うんですが、県内何カ所に相談

する場所が指定されているものですか。

○川越健康増進課長 この相談窓口につきまし

ては、健康増進課内に専用の電話と、あとこの

予算が通りましたら相談員を置くことにしてお

ります。あと、いろんな相談につきましては、

保健所でも対応できると考えております。

○徳重委員 なかなか相談する機会が少ない気

がしてならないんですが。せっかくこういう法

律が決まってそれなりの支援がされるというこ

とですから、行政が率先して何とか見つけると

いったら過ぎるかもしれませんが、探し当てる

というか、そういう何か手はずがあっていいん

じゃないかなという気がして。申請する勇気が

あったり行動される人ならそれはそれでいいん

ですが、長い間、家族や身内でも相当悩まれた

人が多いわけですから、そういう漏れた人への

対応をどのように考えていらっしゃるか。
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○川越健康増進課長 委員のおっしゃるように、

この時点で、いろんな方がいらっしゃると考え

ておりまして、本人も知らないというケースも

あるかもしれないと考えているところです。こ

の法律が施行されましたときに、医療機関だっ

たり、あるいは各障がい者の団体だったり、あ

と社会福祉協議会と福祉施設等にこの法律の趣

旨をリーフレット等の文書で周知しているとこ

ろですけれども、もしかして自分も該当するん

じゃないか、あるいは御家族の方で、うちにそ

ういうケースがあるんじゃないかという場合は、

まずは健康増進課内に専用ダイヤルを設けてお

りますので、御相談いただきたいと考えている

ところです。

○徳重委員 県内の想定人数は。

○川越健康増進課長 旧優生保護法に基づきま

して優生手術を受けた方は486名いらっしゃいま

すけれども、この方の現状については、亡くなっ

ているか生存されているか等も含めて把握して

おりませんので、どれぐらい申請があるかとい

うことにつきましては正直わからないところで

ございます。

○徳重委員 486名の方が手術を受けたというこ

とで、今でも悩んでいらっしゃるように思うわ

けで、何とかこういう人が早く支援を受けられ

るようにしてほしいなと思います。それとこの

前報道された中で、一部でありますが、これ支

援金がたしか300万円ということのようですが、

我々の一生を300万円で国は整理するのかという

ようなことで裁判が起こされていると聞いてい

ますけれども、県内でこのことについて、同様

の問題になっているようなことがあるかどうか

お尋ねします。

○川越健康増進課長 まずは、一時金でござい

ますけれども、一時金につきましては320万円に

なっております。

県内で、他県で行われているような国等に対

する裁判といったものについては承知しており

ません。

○徳重委員 最後にしますが、それこそ何とか

少しでも早くこういった人が残された人生を楽

しく過ごせるように、早く見つけてこの支援を

していただくようにお願いしたいと思います。

○右松委員 ７ページ、介護事業所におけるＩ

ＣＴ導入支援事業についてであります。本事業

につきましては、これからも鋭意進めていただ

きたいのですが、訪問系介護サービス事業所が

対象になるということで対象の事業者数はどれ

ぐらいの数なのか。

それから、私の知り合いが市内で従業員64名

で訪問介護事業所を経営していますが、一般的

な事業所で導入経費がどれぐらいかかると想定

されているのか、まずその２点を伺います。

○矢野長寿介護課長 対象とします訪問系、訪

問介護、訪問看護、それからケアマネさんの居

宅介護支援の事業所が約1,000事業所と見ており

ます。今回お願いしております事業では、１年

間で40事業所が支援対象と考えています。

実際に必要な費用なんですけれども、補助金

の上限が60万円としておりまして、２分の１助

成ですので、事業費としましては120万円と想定

しております。内訳ですが、国や業者の見積も

りで、介護ソフトの費用が100万円程度で、タブ

レット端末ですとか、セキュリティ対策とかそ

ういったものを含めますと120万円程度と想定し

ているところでございます。

○右松委員 わかりました。

次に中山間とか地域限定の対象なのか。もう

一つ、採択の要件がどうなっているのかを教え

てください。
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○矢野長寿介護課長 まず、地域については特

に限定はしておりません。

採択、優先順位でどういったところをという

ところになりますと、実は平成29年度に介護事

業所に調査をしましたときに、記録などにパソ

コンなどを使っていないところが半数ほどあり

ました。そういったところにまず導入していた

だきたいなと思っておりまして、そういったパ

ソコンとかをまだ何も導入されていないところ

が優先順位としては上がってくるのかなと思っ

ております。

○右松委員 わかりました。

周知をどういうふうにしていくのか、それぞ

れ事業所に周知ができるのかどうか、その辺も

含めて、最後に伺います。

○矢野長寿介護課長 今回お認めいただきまし

たら、まずは県のホームページなどで周知に取

りかかりますが、介護事業所に対して研修会で

すとか講習会などを行う機会がございますので、

そういった場面で、まずは、介護職員の方の負

担を軽減するために有効な手段として周知を

図っていきたいというふうに考えております。

○右松委員 わかりました。

後は、実際40事業所分の予算組んでいますの

でその結果と、そして効果というか、その辺も

リサーチしてもらうと今後につながるかなと思

いますので、よろしくお願いします。

○西村委員 医療薬務課に若手医師キャリアサ

ポートについて聞きたいんですけれど、まず、

このキャリア支援事業の中で、地域枠出身等医

師の「等」とは何ですか。

○小牧医療薬務課長 等に含まれますのは、一

般入試または一般の推薦枠で入学された県外か

ら宮崎大学に入学されている医学生の方も含め

ております。

○西村委員 県内定着が目的だからこの事業を

されようと思うのは重々わかるんですけれど、

それだと、この目的・背景にある地域枠推薦入

試で入学した医学生に対しと、ここで何か地域

枠出身と書いている時点でちょっと我々がこん

がらがってしまいます。それと地域枠というの

は我々も悲願で、宮崎県出身者で宮崎県の医師

を残していこうという意図から何とか地域枠を

認めていただいているんです。当然宮崎の医者

がふえてくれることはありがたいんですが、等

が入ることで他県出身者によって地域出身者が

省かれてしまう可能性も当然出てくることにつ

いて、この事業についてはちょっとこんがらが

るなあと思うんですけれど。

○小牧医療薬務課長 申しわけございません。

説明が前後してしまったんですけれども、従来

から地域特別枠については奨学金の貸与があっ

たりしたんですけれども、地域枠の医学生に対

しては、そういう支援策が具体的になかったと

いうことで、従前より大学のほうからも何らか

の支援を考えてほしいという要望等もあって、

今回こういう事業化をしたところです。ただ、

今回この事業について、当然、本県出身の地域

枠の医学生を優先的に採択していこうと考えて

はいるんですけれども、昨年度の医療法と医師

法の改正で創設されましたキャリア形成プログ

ラムというものに参加していただく医学生であ

れば、今後９年間は県内で勤務していただける

ということで、等という形で、県外から一般枠

で入学された医学生についても対象とさせてい

ただいているところです。あくまで主体は、地

域枠で入学された医学生のインセンティブを高

めようという目的でございます。

○西村委員 それならそうと書かないとちょっ

と紛らわしいのかなと。それと、こう言っては
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何ですけれど、地域枠から入った学生だからと

いってみんながみんなお金がないわけではなく

て、親が開業医さんとか、そういうちょっと裕

福な方もいらっしゃると思うんです。逆差別に

なるかもしれませんが、そういった親の収入に

関係なく、１人100万円、１人50万円といった非

常に大きなお金を支援するんですか。大体この

キャリア形成プログラムの適応者で該当する人

はどの程度いらっしゃるんですか。

○小牧医療薬務課長 現在、等の部分は除きま

して、地域枠の学生が50名、そして卒業しても

う医師になっている方が70名いらっしゃいまし

て、そのうちの50名の方が県内で勤務されてい

ますので、その方がこの研修の事業の対象にな

ると考えております。

現在のところは、所得制限、例えば親といい

ますか、扶養されているというか、学費を支援

されているような御両親とかの所得の制限につ

いては、制度上は考慮しないということで考え

ているところでございます。

○西村委員 それは、考え方一つ次第なんです

けれど、宮崎に病院があって開業されている方

の御子息であれば、戻ってくる可能性が比較的

高い。それよりも県内でも県外でも、例えば、

親が医療と無関係な方であれば逆にどこでも

行ってしまうし、県内に残る可能性も高いとい

うことであれば、そういう方をターゲットにし

た残し方というのをやっていかないといけない

のかなと。私が、この前医者の卵の方々とちょっ

と飲んだときにも、非常に恵まれた環境で医学

部に入っている方って多いんだなと感じました

し、その人たちも学生のうちから海外のいろん

なプログラムに参加したりとか、自分の大学以

外のプログラムに参加する話を聞いたものです

から、そういった人たちとの、ある程度所得的

な部分も分けていかないと、なかなか公平な勝

負にならないんじゃないかなというのが一つあ

ります。特に先ほど言われた50名、70名卒業さ

れて50名しか今のところはこの対象者になって

いないということですから、そういった意味で

は地域枠ができた効果が余り発揮されていない

のではないかなと考えて、多分こういう事業が

できていると思うんです。これは、逆に言えば

後追い、後追いでどんどんインセンティブを加

えていくことが、逆に言えば渡りに船みたいな

ところで、もらえるものだけもらってしまうと

いう危険性もあるのかなと心配するもんですか

ら。９年間という年数も考慮に入れながら医師

不足の解消のためにうまく今の学生たちを取り

込むということと、こう言ったら何ですけれど、

その医者の人たちの能力も当然ありますけれど、

家庭環境というのが医者を残していく上では非

常に重要じゃないかなと思います。

話をもとに戻しますが、そういう意味では、

この地域枠出身等だとあたかも宮崎出身で何か

宮崎に残る医師が非常に強いような思いがする

のですけれど、そうとも限らないという現状を

今聞きましたので、もうちょっとターゲットを

絞らないと、100万円、50万円というお金も人に

よっては安くないお金なので、ぜひそのあたり

をお願いしたいと思います。

○小牧医療薬務課長 委員の御指摘は非常に重

要だと考えておりますので、やはり県内に定着

する可能性の高さとか、そういうものを大学と

も協議しながら対象者を決めていきたいと考え

ております。

○満行委員 ８ページの周産期母子医療センタ

ー災害時医療なんですけれど、これは、災害拠

点病院ではなくて周産期母子医療センターに対

する補助事業ということでしょうか。
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○川越健康増進課長 災害拠点病院ではなくて

周産期医療センターに対する補助金でございま

す。

○満行委員 これは、周産期母子医療センター

に限った国の補助事業があるということですね。

○川越健康増進課長 国の平成30年度の２次補

正の関係なんですけれども、周産期医療センタ

ーについてのこういう災害時の設備に対する補

助事業が創設されたところでございます。

○満行委員 補助率はどうなっていますか。

○川越健康増進課長 国が３分の１です。

○満行委員 国の医療施設に国が補助を検討し

てあるというのがどうなのかよくわかんないん

ですけれど、これはあくまでも周産期母子医療

センターに対する補助ということで、今回給水

設備の整備にかかるのが1,200万円なので、相当

大きな給水設備の整備だと思うんですけれど、

これはあくまでも国がいう周産期母子医療セン

ターだけに限って、それ以外では使えないとい

うことでしょうか。

○川越健康増進課長 今回提案しております事

業につきましては、周産期医療センターが対象

になっております。あと災害時のいろんな拠点

病院に対する助成事業は、また別の事業で組ま

れております。

○満行委員 周産期母子医療センターが単独で

あるわけじゃなくて複合施設なので、当然その

給水設備はそれ以外では使えないという建前で

しょうか。

○川越健康増進課長 給水設備を分けることは

できませんので、医療機関全体で使う水の設備

が対象になっています。

○満行委員 13ページの未婚の児童扶養手当受

給者に対する臨時・特別給付金なんですけれど、

支給対象者はこの１万7,500円で割ると240人と

なるんですけれども、そのぐらいなんでしょう

か。

○橋本こども家庭課長 ことしの４月に４月分

の児童扶養手当をもう支給しているんですけれ

ども、その中で未婚を理由とする受給者の数

が222人でございます。そこら辺を踏まえまし

て240人を想定したところでございます。

○満行委員 これは、県に対して申請を行うん

ですけれど、市町村経由で申請するということ

でしょうか。

○橋本こども家庭課長 児童扶養手当の事務は

市町村が窓口になりますので、まずは市町村で

受け付けをすることになります。

○満行委員 この支給対象要件の審査なんです

けれど、同日において事実婚をしていない者又

は事実婚の相手方の生死が明らかでない者に限

るとありますが、この調査は誰がされるんでしょ

うか。

○橋本こども家庭課長 確認する書類を出して

いただきますので、そこをまずは市町村で見て

いただいて、その上で県で審査をすることにな

ります。

○満行委員 もう市町村が認定すれば、そのま

ま県が追認ということでしょうか。

○橋本こども家庭課長 市町村がまずは書類の

内容を確認した上で県に上げていきます。最終

的な確認は、県が行います。

○満行委員 わかりました。

○岩切委員長 関連する御質問、または別途の

項目に対する御質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 では、議案についての質疑は終

わります。

次に、報告事項に関する説明を求めます。

○小川福祉保健課長 令和元年度６月定例県議
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会提出報告書について御報告いたします。

別紙１のインデックスのところ、４ページを

お開きください。

福祉保健部は、上から１番目の床損傷事故と

２番目の県有車両による交通事故の２件でござ

います。

まず、床損傷事故の概要でございます。

平成30年７月20日に、個人所有の自宅を訪問

した延岡児童相談所の職員が用件を済ませて立

ち上がろうとした際、当該職員の胸ポケットに

入っておりました携帯電話が落下し、訪問先の

家の床を損傷させたものでございます。

損害額は、損傷した床の賠償額９万9,900円が

県の損害賠償額となり、県費から支払われたと

ころでございます。

今後このような事故を起こさないよう注意を

喚起しますとともに、指導を徹底してまいりた

いと考えております。

次に、県有車両による交通事故の概要でござ

います。

平成30年10月５日に、県立みやざき学園の職

員が公用車で帰庁する途中、都城市山田町中霧

島のセンターラインのない山道を走行していた

ところ、公用車のサイドミラーが対向して走行

してきた車両のサイドミラーに接触したもので

ございます。

事故の原因は、公用車を運転していた職員が

下り坂を走行するに当たって、安全確認を怠っ

たこと及び相手方の安全確認が不十分だったこ

とによるものでございます。

過失割合は、判例等に基づき、県が60％、相

手が40％となり、過失割合により算出した相手

方車両の賠償額２万399円が県の損害賠償額とな

り、県が加入している任意保険から支払われた

ところでございます。

交通法令の遵守や交通安全の確保につきまし

ては、日ごろからさまざまな機会を通じて職員

への周知徹底を図っているところでございます

が、このような事故が発生してしまい、大変申

しわけなく思っているところでございます。

今後このような事故を起こさないよう、より

一層、交通安全と法令遵守につきまして指導を

徹底してまいりたいと考えております。

損害賠償額を定めたことについての説明は以

上であります。

続きまして、平成30年度からの繰越明許費の

確定について御報告いたします。

同じ資料の別紙３のインデックスのところ、

９ページをお開きください。

平成30年度宮崎県繰越明許費繰越計算書につ

いてであります。

２月議会において、事業主体において事業が

繰り越しとなるもの、国の補正予算の関係によ

り、事業実施期間が不足することの理由により

まして、予算の繰り越しを承認いただきました

ことから、福祉保健部では、上から５番目の（款）

衛生費（項）医薬費の地域医療介護総合確保計

画推進事業から、次のページの上から１番目の

（款）民生費（項）児童福祉費のひとり親家庭

高等職業訓練促進資金貸付事業までの合計で７

つの事業におきまして、総額４億4,066万5,000

円を繰り越したものでございます。

報告事項につきましては、以上でございます。

○岩切委員長 執行部の説明が終了しました。

報告事項について質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 次に、その他報告事項に関する

説明を求めます。

○小川福祉保健課長 常任委員会資料の17ペー

ジをごらんください。
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宮崎県再犯防止推進計画の策定についてであ

ります。

１の策定の理由でありますが、宮崎県再犯防

止推進計画は、再犯の防止等の推進に関する法

律において、地方自治体における再犯の防止等

についての計画の策定が努力義務とされたこと

から、国の再犯防止推進計画を踏まえまして、

本県における再犯防止対策を総合的に推進する

ために計画を策定するものであります。

２の計画の概要等でありますが、（１）にあり

ますとおり、計画期間は、令和２年度から５年

度までの４年間としております。

（２）の計画の趣旨でありますが、本計画は、

犯罪を犯した者が社会復帰するための体制づく

りを推進するとともに、これらの者を社会の構

成員として受け入れることへの県民の理解を促

進し、県民が安全で安心して暮らすことができ

る社会を実現するために計画を策定するもので

あります。

（３）の主な内容等でありますが、国の再犯

防止計画を踏まえまして、国、市町村及び関係

機関・団体との連携強化や、就労・住居の確保、

保健医療・福祉サービスの利用促進などについ

て定める予定としております。

３の今後のスケジュールでありますが、５月

に県民への意識調査を実施したところであり、

８月には国の機関、庁内関係部局等との調整を

経て、10月から11月には県再犯防止推進計画検

討の協議会から意見の聴取を経て、計画素案を

作成し、１月にはパブリックコメントを実施す

るなどして、広く意見をいただき、御指導をい

ただきながら、計画を策定してまいりたいと考

えております。

次に、18ページをごらんください。

宮崎県子どもの貧困対策推進計画の策定につ

いてであります。

１の策定の理由でありますが、県子どもの貧

困対策推進計画は、子どもの貧困対策の推進に

関する法律に基づき定めているものであり、今

年度末で現計画の期間が満了することから、計

画を見直し、令和２年度からの第２期計画を策

定するものであります。

２の計画の概要等でありますが、（１）にあり

ますとおり、計画期間は、令和２年度から５年

度までの４年間としております。

（２）の計画の趣旨でありますが、本計画は、

本県の子供の貧困対策に関する基本方針を示す

とともに、国の大綱で示された重点施策を柱と

して、本県の取り組むべき施策を関係機関と連

携して推進するために策定するものであります。

（３）の主な内容（案）でございますが、国

の大綱を踏まえまして、保護者に対する生活・

就労支援や教育の支援、生活の支援、経済的支

援などについて定めることとしております。

３の策定のスケジュール等でありますが、本

年３月に県内の子供の貧困対策にかかわる方々

へのアンケート調査を実施したところでありま

す。今後、集計、分析を行い、その結果等を反

映させた計画素案を作成し、10月には県子ども

の貧困対策協議会からの意見を聴取、12月には

パブリックコメントを実施するなど、各方面か

ら幅広い意見を伺うとともに、委員の皆様方の

御指導、御意見をいただきながら、計画を策定

してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○小牧医療薬務課長 常任委員会資料19ページ

をごらんください。

第７次宮崎県医療計画の一部改訂について御

説明いたします。

まず、１の一部改訂の理由でございますが、
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医療計画は、医療法に基づき、地域の実情に応

じた医療提供体制の確保を図りますため、都道

府県ごとに策定をいたしております。現在、平

成30年度から令和５年度までの６年間を計画期

間とする第７次計画が策定されているところで

ございます。

昨年７月、医療法が改正されまして、現行計

画に医師の確保に関する事項及び外来医療に関

する医療提供体制の確保に関する事項について

記載を追加することとされましたことから、今

回計画の一部改訂を行うものでございます。

次に、２の概要等の（１）計画期間でござい

ますが、医療計画本体の改定及び見直しに合わ

せますため、当初は、令和２年度から令和５年

度までの４年間で、以降３年ごとに見直しを行

うこととなっております。

次に、（２）の計画の趣旨でございます。

①にございますとおり、医師確保計画につき

ましては、地域間の医師偏在の解消等を通じま

して、地域における医療提供体制の確保を図る

ため、医師確保対策の実施体制の整備等に関す

る事項について位置づけるものでございます。

また、②の外来医療計画につきましては、外

来医療に係る医療提供体制の確保を図るため、

病院及び診療所の機能の分化及び連携の推進等

に関する事項について位置づけるものでござい

ます。

次に、（３）主な内容（案）でございますが、

①の医師確保計画につきましては、医師確保の

方針、確保すべき医師数の目標、目標の達成に

向けた施策について、また②の外来医療計画に

ついては、医療提供体制の整備等に関する取り

組みの方針、医療機器の効率的な活用に係る計

画について、それぞれ記載することとなってお

ります。

最後に、３の今後のスケジュールでございま

すが、一部改定の概要等につきましては、先月

医療審議会に報告いたしまして、本日常任委員

会に報告させていただいているところでござい

ますが、これから11月にかけまして、医療関係

者等で組織いたします策定委員会で計画素案の

検討を行いまして、11月に常任委員会へ報告、12

月にはパブリックコメント等を実施し、計画案

として取りまとめてまいりたいと考えておりま

す。

計画案につきましては、来年２月、医療審議

会での諮問・答申を経まして、３月に常任委員

会へ報告をさせていただき、今年度中に計画を

改定してまいりたいと考えております。

説明は以上でございます。

○木添衛生管理課長 衛生管理課でございます。

常任委員会資料の20ページをごらんください。

当課では、本年度、宮崎県水道ビジョンを策

定することとしておりますので、その概要を御

説明いたします。

まず、１の策定の理由でありますが、国は、

人口減少社会の到来や東日本大震災の経験を踏

まえ、水道利益の低下や施設の耐震化・老朽化

といった水道を取り巻く環境の大きな変化に対

応するため、50年、100年後の将来を見据えた水

道の理想像を明示するなど、取り組みの方向性

やその実現方策を提示した新水道ビジョンを平

成25年に策定しております。

この新水道ビジョンでは、都道府県水道行政

の立場から、将来の地域における水道のあり方

を設定するため、都道府県がみずからビジョン

を策定することを求められています。

そこで本県では、平成30年度に策定委員会を

設置し、現在、現状分析と課題抽出を実施して

いるところであります。
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次に、２の概要等についてですが、まず（１）

の計画期間は、令和２年度から令和11年度まで

の10年間を対象としております。

（２）の計画の趣旨でありますが、将来にお

ける県内水道の理想像を描き、水道事業が抱え

る諸問題に対しまして国が示している安全、強

靱、持続の観点から今後10年の取り組むべき方

策を示し、水道事業者やその関係者の取り組み

の指針となる計画を策定するものであります。

（３）の主な内容（案）としましては、県内

水道の給水人口や普及率などの概況を初め、地

理・社会・経済的条件等を踏まえ、広域的に連

携する圏域の設定や現状分析と評価により抽出

した課題、そして将来目標とその実現方策など

を記述した項目等で構成することとしておりま

す。

最後に、３の今後のスケジュールであります。

今後は、市町村ヒアリングを初め、策定委員

会を開催し、11月の常任委員会でビジョン素案

を御報告した後にパブリックコメントを実施し

た上で、３月の常任委員会においてビジョン案

を御報告したいと考えております。

説明は以上であります。

○児玉こども政策課長 厚生常任委員会資料

の21ページをお開きください。

第２期みやざき子ども・子育て応援プランの

策定について御説明いたします。

まず、１の策定の理由でありますが、本プラ

ンは、子ども・子育て支援法に基づく教育・保

育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制

の確保等に関する基本的な計画でありますとと

もに、次世代育成支援対策推進法に基づく行動

計画のほか、母子及び父子並びに寡婦福祉法に

基づく自立促進計画、子ども・若者育成支援推

進法に基づく子ども・若者計画としても位置づ

けられるものであります。

現行のプランが本年度で満了しますことから、

国が示す基本指針等を踏まえて現行プランの見

直しを図り、新たなプランを策定するものであ

ります。

次に、２の概要等であります。

まず（１）計画期間ですが、令和２年度から

令和６年度までの５年間となっています。

次に、（２）計画の趣旨であります。

本県の合計特殊出生率は、全国的には高い水

準にありますが、出生数は年々減少し、少子化

に歯どめがかかっていない状況であります。そ

のような少子化の進行や地域を取り巻く環境の

変化を鑑み、子供や子育て家庭に必要な支援を

行うことにより、一人一人の子供が健やかに成

長することができる社会の実現に資するため、

新たなプランを策定するものであります。

次に、（３）主な内容（案）ですが、子供を取

り巻く状況、プランの基本的な考え方、推進体

制や進捗管理、幼児教育・保育等の提供体制、

子供・子育てに関する各種施策の推進について

記載する予定としております。

最後に、３、今後のスケジュールであります

が、子ども・子育て支援法に基づき設置してい

る県の附属機関であります宮崎県子ども・子育

て支援会議での意見聴取やパブリックコメント、

そして県議会常任委員会への御報告と御審議を

いただきまして、第２期プランを策定したいと

考えております。

こども政策課からの説明は以上であります。

○橋本こども家庭課長 こども家庭課でござい

ます。

同じ資料の22ページをごらんください。

宮崎県社会的養育推進計画（仮称）の策定に

ついて御説明をいたします。
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まず、１の策定の理由でございます。

平成28年の児童福祉法の改正におきまして明

示されました家庭養育優先原則の徹底や、子供

の最善の利益の実現を図るため、各都道府県に

対しまして、社会的養育推進に関する新たな計

画を策定し、着実に推進するよう要請がなされ

たところでございます。

このため、県で平成27年10月に策定しており

ました宮崎県家庭養護推進計画を全面的に見直

し、新たな計画として、仮称でありますが、宮

崎県社会的養育推進計画を策定するものでござ

います。

次に、２の概要等でございます。

（１）から（３）で記載してございますが、

現行計画との違いを御説明したいと思いますの

で、23ページをごらんいただきまして、現行計

画と新計画の概要という表をごらんいただきた

いと思います。

初めに、この計画の名称の違いでございます。

現行計画は家庭的養護推進計画、新たな計画は

社会的養育推進計画となっております。

左側の家庭的養護と申しますのは、保護者の

いない児童や、保護者に養育させることが適当

でない児童を保護し養育する際に、家庭的な環

境のもとで養育するということでございまして、

里親等への委託ですとか、あるいはグループホ

ームなど小規模な施設での養育などがこれに当

たります。現行計画は、そうした家庭的養護を

推進していく、そのための方策と目標値等を明

示するために策定したものでございます。

一方、右側の社会的養育でございますが、こ

れは、保護を必要とする児童の施設や里親のも

とでの養育だけにとどまらず、支援を必要とす

る全ての子供を対象にした養育のことを申しま

す。したがいまして、社会的養育推進計画は、

施設や里親等のもとでの養育に加え、地域にお

ける養育や特別養子縁組なども含めた、子供の

養育全般について、その推進をどのように行っ

ていくかを示すものでございます。

次に、それぞれの計画の概要について御説明

いたしますが、右側の新たな計画の期間や内容

等につきましては、国が示しております策定要

領に準じた内容としております。

まず、計画の期間です。

現行計画では、計画期間を平成27年度から令

和11年度までの15年間の計画としておりました

が、今回の計画では、令和２年度から11年度ま

での10年間としております。

次に、計画の趣旨でございますが、現行計画

は、先ほど申し上げましたとおり、本県の家庭

的養護推進の方策を明示するものでございまし

たが、新たな計画の趣旨は、家庭養育優先原則

の徹底と子どもの最善の利益を実現するために、

本県の目指すべき社会的養育の全体像とその実

現に向けた方策を明示することとしております。

次に、計画の内容でございます。

現行計画は、左の①から④に記載した４項目

でございますが、右側の新たな計画では、①か

ら⑩までの項目を記載することとなっておりま

す。

まず、①社会的養育体制整備の基本的考え方、

全体像、それから②では、当事者である子供の

権利擁護の取り組みについて、③市町村の子供

家庭支援体制の構築等に向けた県の取り組みに

ついて、④代替養育を必要とする各年度の子供

数の見込みについて、⑤里親等への委託の推進

に向けた取り組みについて、⑥特別養子縁組等

推進のための支援体制構築に向けた取り組みに

ついて、⑦施設の小規模、地域分散化、高機能

化及び多機能化・機能転換に向けた取り組みに
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ついて、⑧一時保護改革に向けた取り組みにつ

いて、⑨社会的養護自立支援推進に向けた取り

組みについて、⑩児童相談所強化等に向けた取

り組みについて、といったところについて記載

することとしておりまして、太字で記載した部

分が、現行計画にはなく新たに記載する事項と

しております。

また、計画には、幾つかの目標値を定めるこ

とになっておりますが、参考としまして、一番

下の米印で里親等委託率の目標値を示しており

ます。

左側の現行計画では、里親やファミリーホー

ムへ子供を委託する里親等委託率について、計

画策定時の14.0％を令和11年度までに35.0％に

引き上げるという目標としておりました。

今回、右側の新たな計画におきましても、里

親等委託率の目標値を設定することとしており

ますが、このことにつきまして、国の示した策

定要領では、国の数値目標と達成期限を念頭に

置きながら、地域の実情を踏まえた目標を設定

することとされているところでございます。

国が示します数値目標等でございますが、３

歳未満につきましてはおおむね５年以内に75％

を達成、３歳以上の就学前につきましてはおお

むね７年以内に75％を達成、学童期以降につき

ましてはおおむね10年以内に50％を達成という

ことが示されておりまして、非常に高い数値と

なってございます。

里親等の委託率につきましては、今後の児童

福祉施設のあり方にも密接に関係するものでご

ざいますので、県といたしましては、児童福祉

施設や里親支援団体など関係機関の意見も伺い

ながら、慎重に数値目標の検討を行ってまいり

たいと考えているところでございます。

22ページをごらんください。

３の今後のスケジュールでございます。

今後、児童養護施設や関係機関、それから市

町村との協議・調整等を行いまして、素案を作

成し、11月の厚生常任委員会におきまして素案

の説明をさせていただきたいと思っております。

その後、パブリックコメント、それから社会福

祉審議会児童福祉専門分科会からの意見聴取を

した上で、３月の厚生常任委員会で計画案を御

報告したいと考えているところでございます。

今後、皆様方の御意見、御指導いただきなが

ら、計画を策定していきたいと考えているとこ

ろでございます。

説明は以上でございます。

○岩切委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項について質疑はありませんで

しょうか。

○右松委員 18ページの第２期宮崎県子どもの

貧困対策推進計画の策定でありますが、県議会

でも四、五年前から子供の貧困については特別

委員会を設けたりして、執行部とともに議会で

もしっかり取り組んできたところであります。

その中で、第１期のときなんですが、計画にお

いて本県の子供の貧困の状況を把握し計画の実

効性を担保するために、子供の貧困に関する指

標を設定するということで、そのとき国の大綱

で示された25項目のうち都道府県で数値が把握

できる19項目が計画に盛り込まれて、目標数値

も出されておりましたから、非常に改善されて

いたわけでございますが、今回第２期というこ

とで、同じような子供の貧困に関する指標等が

盛り込まれてくるのか、その辺はどう考えてお

られるのか教えていただければと思います。

○小川福祉保健課長 指標につきましては、数

値目標が４項目、現状を表す指標を19項目設定

しております。数値の目標の中におきましては、
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ずっと100％達成しているというような数値目標

もございますし、国の新たな法改正が先日12日

に成立しておりまして、その中で市町村ごとに

計画を策定するような努力義務が取り込まれて

おりますので、市町村の計画策定率とかそうい

うものが今後新たな指標として想定されると

思っております。

○右松委員 わかりました。

例えばこの項目の中に、ひとり親家庭の親の

就業率であるとか、スクールソーシャルワーカ

ー等々は、議会でも頻繁に議論になるわけなん

ですが、国に予算を求めていく、そういう姿勢

は今後も変わらず続けていくわけでありますけ

れど、ぜひ今後の計画を立てていく中で、また

宮崎の数字を上げていっていただくとありがた

いなと思っています。我々も県議会で家庭教育

支援条例を制定させていただいて、その中で障

がいのある子供を抱える家庭とか経済的な不安

を抱える家庭など、特別な配慮を必要とする家

庭に対して、ＮＰＯ法人とか社会教育関係団体

など県民みんなで支え合う環境づくりを促進し

ていきましょうということを明確にうたってお

りまして、それについても非常に県として頑張っ

ておられるなというのは我々もうれしく思って

おります。ぜひ計画をいい形でつくっていただ

いて、この貧困対策を前に進めていただければ

ありがたいなと思っていますので、よろしくお

願いします。

○徳重委員 水道ビジョンの策定ということで

ありますが、都城市でもですが、水道業者が半

数以下になっているような状況であります。も

うこの水道事業が始まってかなりの年数がたっ

ておりまして、県内どこの市町村でも水道管が

更新時期に来ているんじゃないかなと思ってお

ります。今地震が相当あっちこっちで発生して

いますが、今後県内において、そういう地震等

が発生した場合、果たして安全安心に水を送っ

ていただけるのか非常に心配する人が多いん

じゃないかなと考えているところです。その点

についてはどうお考えになりますか。

○木添衛生管理課長 委員のおっしゃるとおり、

例えば、耐震化率についていいますと、浄水施

設は耐震化率が全国的には29.1％に対して、県

内は17.3％しかなく、耐震適合率も県内で32.8

％、これも全国的に低いです。耐震化につきま

しては国の交付金がありますので、我々は、水

道事業者、市町村の方々に対して練っていただ

いて、耐震化の交付金を計画的に利用してほし

いということを常日ごろから言っているところ

でございます。

○徳重委員 言っているだけではなくて、やは

り県が指導的な立場で各市町村に対してそうい

う計画案を提示するような、積極的な取り組み

をしてほしいと思いますが、いかがでしょうか。

○木添衛生管理課長 例えば人口減少とかそう

いうのが今起きていまして、水道料金とかそう

いう面で見ますと、これからどんどん状況が悪

くなっていきます。そこで今回、それを改善す

るための目的がこの水道ビジョンということで

ありまして、例えば、今１つの事業体で供給能

力が需要と比べると結構高いので、そういう場

合は能力をダウンサイジングする方法もありま

すし、あと広域連携ということで、ほかの水道

事業体との連携について方策を示していきたい

なと思っております。

広域化といっても、事業統合から経営の一体

化といろんなレベルがあるんですが、例えば、

ハードルの低い管理の一体化というのもありま

す。水質検査とか施設管理、あと維持管理を共

同で実施するとか、それを共同委託することに
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よって経営基盤を強化することができるんじゃ

ないかということを提案していきたいと思って

おります。

○徳重委員 10年目をめどにということであり

ますので、これは早く取り組まなければ、こと

が起きてからでは遅いと思うんですよね。ぜひ

一つ、前向きに取り組んでいただきますように

お願いします。いいです。

○満行委員 人口減少、少子高齢化ということ

で水道事業もなかなか厳しいんだと思うんです

けれど、ただ水道事業というのは公営水道なの

で、独立採算制、総括原価方式で税金も投入を

していない、でもこれ以上水道料金を上げると

市民の理解が得られないという自治体も結構あ

るんだろうと思うんですけれど、広域的な連携

も県内の自治体で大分違うわけですよね。例え

ば合併の進んだ都城市を見たら、１市４町で合

併をしてそれぞれ５つあった水道事業を１カ所

にまとめてやってはいるんですけれど、そこと

三股町とどうやるかとか、やっぱりそれはそう

いう自治体の考えというか業務なので難しいな

と思うんですよ。ここに主な内容と書いてあり

ますけれど、本来積み立てとか計画的な更新が

当然必要なのでしょうが、自治体によっては全

く何もやっていないところもあるかもしれませ

ん。１市４町が合併したときに、それぞれ濃淡

があったという都城市の実績もありますので、

そういう意味では、そのチェックをしっかり県

がやっていただく内容での策定ならいいんです

けれど、広域的にといわれてもなかなか。直営

から民間委託へという流れでもおかしいなと思

いながらも、これだけ人口が減る、少子高齢化

で水道の事業も減るという出口がない中で、今

の制度に対する現状を教えていただきたいと思

うんですけれど。

○木添衛生管理課長 今のところの課題として

４つほどあります。

まず、１つ目は、経営状況ですが、収益性を

示す経常収支比率というのがあるんですけれど

も、これは、今のところ100％を超えているとい

うことで、損失がない状態であります。ただ、

一部事業体で一般会計からの繰入金も入れてい

るというところもあり、そこは気になるところ

です。ただし、委員がおっしゃったように、今

人口減少社会で、収入も減るということで、こ

こもちゃんと見ていかないといけないという部

分があります。

それと、２つ目が老朽化であります。高度成

長期時代につくられた水道施設が多いものです

から、40年ぐらいたっておりますので、更新時

期を迎えております。この老朽化施設の更新も

課題となっております。ちなみに、29年度末に

おける管路の老朽化率が16％ということで、こ

れは年がたつにつれて上がってくるので、更新

していかないといけません。

３つ目が耐震化でございます。先ほど言いま

したように、南海トラフ地震の発生が予測され

ているので、地震への備えが急務となっていま

す。今、水道事業体の方が取りかえている管路

は、南海トラフが来ても軽微な損傷しかない、

能力の高いものをつけているところでございま

す。

あと、４つ目が技術員の継承で、技術員の数

は、このごろは一定しているんですが、ただ50

歳代の職員が40％以上を占めるということで、

その辺の問題もこれから出てくるのかなと。

課題としては、この４つが挙げられます。

○満行委員 確かに、どれも大切なことだと思

うんですけれど、なかなか難しいと思いますね。

同じ市町村の中にも上水道もあれば簡易水道が
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多々あって、その統合もなかなか経営体によっ

て違うという実態もあるので、このあたりがやっ

ぱり今後とも独立採算でやれるかという部分は

非常に難しいと思うんですけれど、ぜひ県にリ

ーダーシップをとっていただきたいなと、ビジョ

ン策定を楽しみにしております。

次に19ページの第７次県医療計画の一部改定

なんですが、外来医療に係る医療供給体制の確

保に関する事項、外来医療計画をなぜ今なのか、

その背景を教えてください。

○小牧医療薬務課長 医療法の改正で、新たに

計画を設けることとなり、地域で外来医療を担

います無床診療所の開設がやはり都市部に偏っ

ているという現状がございます。それと同時に、

診療科の専門化がどんどん進んでいって、細か

い診療科が出てきているという状況があります。

そういう状況をまず示すということで、今、国

が外来医師偏在指標というのを策定中です。外

来医師がどこに偏在しているかを、７月以降に

厚生労働省から示されると。それに基づきまし

て、外来医師が多数の区域につきましては、適

切な情報提供を行って、必要な外来機能をきち

んと整備していこうというのが趣旨となってい

るところです。

○満行委員 ちょっと難しいですけれど、その

偏った診療科をなくそうということなのか、そ

れともあくまでも外来の診療所は家庭医という

方向性に向かわせようとするのかと、そういう

ことではないんですかね。

○小牧医療薬務課長 今示されている国のガイ

ドラインの中には、御指摘があった在宅医療、

次に初期の救急医療、あとは産業医等の公衆衛

生医療等が例示されているところでございます。

○満行委員 国が一応示しているその課題を本

県の課題に置き換えて、本県ではこういう状況

なのでこういうふうに国のガイドラインに示し

た方向性で医療計画を進めていくという、そこ

に踏み込むということですかね、今回のこの外

来医療計画というのは。

○小牧医療薬務課長 今回の外来医療計画につ

いては、いわゆる開業を規制したりとか強制的

に誘導するものではなくて、あくまでこの地域

におけるそういう望まれる外来機能を指し示し

て、そこに誘導していこうというようなことが

趣旨であります。

○満行委員 もう一つ。この医療機器の効率的

な活用に係る計画というのがわからないので、

御説明いただきたいと思います。

○小牧医療薬務課長 これは医療機器が現在非

常に高額化し、用途ごとにいろんな種類がふえ

ている状況の中で、各医療機関がそれぞれ保有

することについては、医療資源に無駄があると

いう観点から、医療機器の共同利用を一層進め

ていこうということを計画に示していこうとい

う趣旨でございます。

○満行委員 ほんの昔まで、ＣＴは一部の医療

機関しかなくて、紹介状をもらって、それも一

カ月、二カ月後の予約が必要な時代がこの前だっ

たと思うんですけれど、今はどこでも即ＣＴが

撮れるすごい時代になった。それは自前で持っ

たほうが優位なので、そうやって高額の医療機

器とかも確保してきたんだろうと思うんですよ

ね。もちろん患者へのサービスもあるとは思う

んですけれど、そこをまた方向性を変えるとい

うことなんですかね。現状はもうＣＴなんていっ

ぱいどこでもあるよみたいな世界になっている

んですけれど、医療機器の効率的な活用ってど

うなんでしょうか。

○小牧医療薬務課長 最初の外来機能の救急医

療とか在宅医療になっていただきたいという誘
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導と一緒で、規制をかけるわけではないのです

が、どこの医療機関にどんな医療機器があるか

という配置状況が基本的には明らかになってい

ないため、まずはそこを可視化して、共同利用

できるところはしていくための第一歩の計画に

なると考えております。

○満行委員 いいです。ありがとうございます。

○右松委員 厚生労働省の医師需給分科会で医

師偏在対策に関する意見の取りまとめが行われ

て、医師確保計画、県の医療計画に盛り込まれ

て、なおかつ医師少数地域への医師の派遣を強

力に推進していくという方向性が固まっていく

中、県の中で７つの二次医療圏ごとに診療科目

ごとの具体的な数字が出てくるのか、必要な数

というか、その辺はどうなのでしょうか。

○小牧医療薬務課長 まず、医師確保計画は、

二次医療圏と県全体のそれぞれの医師数の確保

の考え方を、診療科は全ての診療科が示されて

いるわけではございませんで、小児科と周産期

の産科の２つの診療科について、今目標を定め

ることになっております。

○右松委員 国からある程度基礎数値というか

参考数値が出てくる中で、この医師についても

そういった数値が出てくるのかを教えてくださ

い。

○小牧医療薬務課長 今御指摘のあった数字に

ついても、７月以降確定数値が示されるという

ふうに聞いております。

○右松委員 あともう一点、宮崎県は九州で唯

一医師少数県にされたわけですけれども、少数

県は国からさまざまな後押しがあると考えてい

ます。その中で、例えば地域特別枠など具体的

な国からのバックアップ体制というか、それは

提示されてきているのか、そこを教えてくださ

い。

○小牧医療薬務課長 現在も一部支援は受けて

いるところなんですけれども、新たに地域枠を

ふやして奨学金を設けるといったときには、国

の基金が使用できるといった支援が予定されて

います。

○右松委員 わかりました。

先ほど西村委員から、若手医師キャリアサポ

ート事業について話がありましたけれど、やは

り専門医が不足している地域への専攻医の派遣

がしっかりと担保されて、県外なり海外での研

修が有効に活用されるのが本来あるべき姿かな

と思っていますので、しっかりと結果を出せる

ような仕組みをつくってもらうといいかなと思

います。これはこれで私はいいと思いますけれ

ど、しっかりと地域派遣にちゃんとつながるよ

うにしてもらいたいと思いますので、ぜひそこ

をお願いしたいと思います。

○小牧医療薬務課長 最初に御指摘があった

キャリア形成プログラムを実施していくのかも

含めて、現在、宮崎大学と県医師会等関係団体

との協議を随時進めておりますので、また御報

告をさせていただきたいと思います。

○岩切委員長 資料の22ページの（３）に計画

の内容（案）とありますが、他の計画は全て主

な内容として、これからまだ余裕があるんです

けれども、こども家庭課は、この10項目で計画

を立てていくという意思の表明なのか、確認さ

せてください。

○橋本こども家庭課長 この計画につきまして

は、国から策定要領が示されてございます。そ

の策定要領に示された項目、期間等がここに掲

げてあります。内容としましては、①から⑩の

内容についてしっかりと記載するようにという

ことですので、基本的にはこの内容で書かせて

いただくことになります。
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○岩切委員長 プラスもマイナスもないという

ことでよろしいですか。

○橋本こども家庭課長 いろいろ検討しての計

画でございますので、この①から⑩の項目につ

いて記載はしますけれども、特に必要なものが

あれば、県として書き込むことについては問題

がないと思っております。

○岩切委員長 ありがとうございました。

ほかにないようであれば、以上を持って福祉

保健部を終了いたします。執行部の皆様お疲れ

さまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時48分休憩

午後２時51分再開

○岩切委員長 委員会を再開いたします。

採決についてですが、委員会日程の最終日に

行うことになっておりますので、21日に行いた

いと思います。再開時刻は13時としたいのです

が、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 それでは、そのように決定いた

します。

その他何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 それでは、以上をもちまして本

日の委員会を終わります。

午後２時52分散会
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午後１時０分再開

出席委員（８人）

委 員 長 岩 切 達 哉

副 委 員 長 内 田 理 佐

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 西 村 賢

委 員 右 松 隆 央

委 員 二 見 康 之

委 員 満 行 潤 一

委 員 河 野 哲 也

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

政策調査課主幹 花 畑 修 一

議事課主任主事 増 本 雄 一

○岩切委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案の採決を行いますが、採決の前に

各議案につきまして、賛否を含め、御意見をお

願いいたします。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 それでは、特にないようでござ

いますので、議案の採決を行います。

議案につきましては、議案ごとがよろしいで

しょうか。一括がよろしいでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 それでは、一括で採決いたしま

す。

議案第１号、第５号、第７号及び第10号につ

きましては原案のとおり可決することに御異議

ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 御異議なしと認めます。よって、

議案第１号外３件につきましては、原案のとお

り可決すべきものと決定いたしました。

次に、委員長報告骨子案についてであります。

委員長報告の項目及び内容について御意見を

お願いいたします。

暫時休憩いたします。

午後１時01分休憩

午後１時08分再開

○岩切委員長 委員会を再開いたします。

それでは、委員長報告につきましては、御意

見を参考にしながら正副委員長に御一任いただ

くことで御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

次に、閉会中の継続調査についてお諮りいた

します。

福祉保健行政の推進及び県立病院事業に関す

る調査につきましては、閉会中の継続調査とい

たしたいと思いますが、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 御異議ありませんので、この旨、

議長に申し出ることといたします。

暫時休憩いたします。

午後１時08分休憩

午後１時12分再開

○岩切委員長 委員会を再開いたします。

７月25日の閉会中の委員会につきましては、

御相談させていただいた内容で委員会を開催す

るということで御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

令和元年６月21日(金)
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○岩切委員長 では、そのようにいたします。

次に、県外調査の調査先につきましては、正

副委員長に御一任いただくことで御異議ありま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

その他何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 それでは、以上で委員会を終了

いたします。

午後１時13分閉会
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